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まえがき 51 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本非破壊検査協会52 

（JSNDI）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を改正すべ53 

きとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。こ54 

れによって，JIS Z 2355-1:2016 は改正され，この規格に置き換えられた。 55 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 56 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意57 

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実58 

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 59 

JIS Z 2355 規格群（非破壊試験－超音波厚さ測定）は，次に示す部で構成する。 60 

JIS Z 2355-1 非破壊試験－超音波厚さ測定－第 1 部：測定方法 61 

JIS Z 2355-2 非破壊試験－超音波厚さ測定－第 2 部：厚さ測定装置の性能測定方法 62 

 63 
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日本産業規格（案）       JIS 64 

 Z 2355-1：0000 65 

 66 

非破壊試験－超音波厚さ測定－第 1 部：測定方法 67 

Non-destructive testing-Ultrasonic thickness measurement-Part 1: 68 

Measurement method 69 

 70 

序文 71 

この規格は，2025 年に第 3 版として発行された ISO 16809 を基とし，国内における超音波厚さ測定の実72 

態を踏まえ，その円滑な運用を可能とするため，技術的内容を変更して作成した日本産業規格である。 73 

なお，この規格で，附属書 JA～附属書 JD は，対応国際規格にない事項である。側線又は点線の下線を74 

施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。技術的差異の一覧表にその説明を付けて，75 

附属書 JE に示す。 76 

1 適用範囲 77 

この規格は，超音波パルスによる超音波厚さ測定装置（以下，測定装置という。）を用いて，金属材料及78 

び非金属材料に対して保守検査又は製品検査を行う場合の厚さ測定方法について規定する。 79 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 80 

ISO 16809:2025，Non-destructive testing－Ultrasonic thickness determination（MOD） 81 

なお，対応の程度を表す記号“MOD”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“修正している”こと82 

を示す。 83 

2 引用規格 84 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項85 

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 86 

JIS B 0601 製品の幾何特性仕様（GPS）－表面性状：輪郭曲線方式－用語，定義及び表面性状パラメ87 

ーター 88 

JIS G 0431 鉄鋼製品の雇用主による非破壊試験技術者の資格付与 89 

JIS Z 2300 非破壊試験用語 90 

JIS Z 2305 非破壊試験技術者の資格及び認証 91 

JIS Z 2353 超音波パルス法による固体中の音速の測定方法 92 

JIS Z 2355-2 非破壊試験－超音波厚さ測定－第 2 部：厚さ測定装置の性能測定方法 93 

3 用語及び定義 94 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS Z 2300 による。 95 
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3.1 96 

元厚 97 

測定物製作時の板，管などの厚さ 98 

注釈 1 元厚は，経年変化の追跡時に初期値として利用される。 99 

3.2 100 

減厚値 101 

腐食，浸食，壊食又は摩耗による厚さの減少量 102 

3.3 103 

残存厚さ 104 

元厚から減厚値を差し引いた値 105 

3.4 106 

表示値 107 

厚さ測定器の表示部に厚さとして表示される数値 108 

3.5 109 

測定値 110 

最終測定結果として採用した厚さ値 111 

3.6 112 

（厚さ測定の）測定可能範囲 113 

厚さ測定装置と垂直探触子の組合せによる測定装置における測定が可能な厚さ範囲 114 

3.7 115 

調整用試験片 116 

厚さ測定器の調整（音速調整及びゼロ点調整）に用いる選定された適切な厚さの試験片 117 

3.8 118 

調整値 119 

厚さ測定前に行う厚さ測定装置の最終調整（音速調整及びゼロ点調整）時に表示された調整用試験片の120 

既知の値 121 

3.9 122 

表示分解能 123 

表示器に表示されたエコーから厚さ値を決定して，表示する厚さ測定器の表示器（液晶など）での横軸124 

の解像度による厚さ値の表示単位 125 

3.10 126 

測定誤差 127 

厚さ測定器と探触子などの組合せによる測定装置における既知の厚さ値とのばらつき度合いの最大値 128 

4 測定方式 129 

図 1 に示すように試験体を通過する超音波の伝搬時間を計測し，その値及び既知の音速（JIS Z 2353 参130 

照）から，式(1)によって厚さを求める。 131 
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tC
n

d =
1

 
 ········································································· (1) 

 132 
ここで， d： 試験体の厚さ（m） 

 C： 試験体の音速（m/s） 

 t： 超音波が試験体中を伝搬する時間（s） 

 n： 試験体を通過した回数 

 133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－超音波厚さ測定の原理 134 

  135 

第１回底面エコー（Ｂ１）

送信パルス（Ｔ）

伝搬時間（ｔ）

図では試験体を通過
した回数は２

試験体の厚さ（ｄ）

超音波の伝搬経路

試験体の音速（Ｃ）

試験体

一振動子垂直探触子

振動子

前面板

測定面

反射面（底面）
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 測定方式は，表 1 のとおり区分する。 136 

表 1－測定方式の区分 137 

 測定方式及び使用探触子例 エコーの種類 A スコープ表示 

方式 1 ゼロ点・第 1 回底面エコー方式 

R－B1方式 

 

使用する探触子例 

一振動子垂直探触子 

二振動子垂直探触子 

指定された試験片，及び使用する探

触子を用いて，ゼロ点を設定する。そ

のゼロ点と，第 1 回底面エコー（B1）

との間隔から厚さを求める。ゼロ点

とは試験体の表面に相当する時間的

な位置である。 

 

 

 

 

 

 

方式 2 表面エコー・第 1 回底面エコー方式 

① S－B1方式 

 

使用する探触子例 

二振動子垂直探触子 

遅延材付き一振動子垂直探触子 

水浸探触子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

境界面エコー・第 1 回底面エコー方式 

② I－B1方式 

 

使用する探触子例 

一振動子垂直探触子 

遅延材付き一振動子垂直探触子 

測定箇所の表面エコー（S）と第 1 回

底面エコー（B1）との間隔から厚さを

求める。 

 

①-1 二振動子垂直探触子 

試験体表面からの表面エコー

（S）と第 1 回底面エコー

（B1）との間隔から厚さを求め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  ①-1 と①-2 の場合 

①-2遅延材付き一振動子垂直探触子 

試験体表面（遅延材底面）からの

表面エコー（S）と第 1 回底面エ

コー（B1）との間隔から厚さを求

める。 

①-3水浸探触子（水浸法による場合） 

試験体表面からの表面エコー

（S）と第 1 回底面エコー（B1）

との間隔から厚さを求める。 

 

 

 

 

 

測定箇所の境界面エコー（I）と第 1

回底面エコー（B1）との間隔から厚さ

を求める。 

 

②-1 一振動子垂直探触子 

測定面下のコーティングと試験

体との境界面エコー（I）と第 1 回

底面エコー（B1）との間隔から厚

さを求める。 

 

②-2遅延材付き一振動子垂直探触子 

測定面下のコーティングと試験

体との境界面エコー（I）と第 1 回

底面エコー（B1）との間隔から厚

さを求める。 

 

 

 

 

 

 

  ①-2 と①-3 の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②-1 の場合 

 

 

 

 

 

 

  ②-2 の場合 

 138 

  139 

Ｔ

Ｂ2

Ｉ1

t

Ｂ1

ＳＴ

t

Ｂ1
Ｉ1
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表 1－測定方式の区分（続き） 140 

 測定方式及び使用探触子例 エコーの種類 A スコープ表示 

方式 3 多重エコー方式 底面の多重エコーの間隔から厚さ

を求める。状況に応じて使用する

底面エコーを変える必要がある。 

 

 

① B1－B2方式 

 

使用する探触子例 

 a.一振動子垂直探触子 

 b.二振動子垂直探触子 

 c.遅延材付き一振動子垂直探触子   

 d.水浸探触子 

① B1－B2方式 

第 1 回底面エコー（B1）が明瞭

に確認でき，第 2 回底面エコー

（B2）との識別が十分可能な場

合に用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② Bm－Bn方式 

 

使用する探触子例  

 a.一振動子垂直探触子 

 b.二振動子垂直探触子 

 c.遅延材付き一振動子垂直探触 

 d.水浸探触子 

 

 

 

 

② Bm－Bn方式 

第 1 回底面エコー（B1）が確認

できない場合に用いる。n は m＋

1 である。 

方式 4 透過方式 

R－U 方式 

使用する探触子例 

 一振動子垂直探触子 

試験体を透過したパルスを用いて

厚さを求める。エコーが得られに

くい高減衰材の測定に用いること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

5 一般的要求事項 141 

5.1 測定装置 142 

5.1.1 一般 143 

測定装置は，使用目的を達成し得る 5.1.2 の厚さ測定器と 5.1.3 の探触子との組合せを選定する。 144 

 145 
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5.1.2 厚さ測定器 146 

厚さ測定器は，次による。 147 

a) 超音波厚さ計 148 

1) 数値表示超音波厚さ計 表 1 の測定方式によって厚さを測定し，測定結果をデジタル値で表示する，149 

小型で一般に用いられる超音波厚さ計。 150 

2) A スコープ表示器付き超音波厚さ計 数値表示超音波厚さ計に，超音波探傷器同様の A スコープ表151 

示機能が付加された超音波厚さ計。腐食部の厚さ測定でエコーの状況を確認したり，複合材料，コ152 

ーティングなどの上からの厚さ測定で適切なエコーを選択するためには，A スコープ表示器付き超153 

音波厚さ計を用いることが望ましい。 154 

b) 超音波探傷器 材料中を伝搬した超音波パルスの反射源からのエコーを観察するための装置で，A ス155 

コープ表示（探傷図形）からきずなどの位置情報を知ることができるもの。 156 

5.1.3 探触子 157 

探触子は，種々から選定されるが，一例として次に示す型式の探触子が多く使用される。 158 

a) 一振動子垂直探触子 159 

b) 二振動子垂直探触子 160 

c) 遅延材付き一振動子垂直探触子 161 

d) 水浸探触子 162 

また，垂直探触子の接触方法（直接接触法，ギャップ法，水浸法など）と厚さ測定時の移動方法（連163 

続あるいは等間隔での測定など）によって適切な探触子を選定することを推奨する。 164 

探触子ケーブルは，測定装置の製造業者によって指定されたケーブルを用いる。 165 

探触子の選定は 6.3 による。 166 

5.2 接触媒質 167 

水浸法以外で特に指定のない場合は，測定面の粗さに応じて，表 2 によって選定する。測定面の粗さ μmRz168 

は，JIS B 0601 による。 169 

表 2－接触媒質の選定 170 

測定面の粗さ 

25 μmRz 未満 25 μmRz 以上 

規定しない。ただし，試験技術者，試験体及

び測定装置に有害でないもの。 

濃度 75 %以上のグリセリン水溶液，グリセリン

ペースト又はこれらと同等の音響結合が得られ

ることが確認されたもの。かつ，試験技術者，

試験体及び測定装置に有害でないもの。 

5.3 調整用試験片 171 

測定装置は，測定対象を代表する 1 点の厚さ又は複数の厚さの調整用試験片で調整する。調整用試験片172 

は，音速及び厚さが試験体にほぼ等しいもので，測定面と反射面とが平行なものが望ましい。使用する調173 

整用試験片は測定対象の厚さの範囲を網羅していることが望ましい。 174 

  175 



- 7 - 

Z 2355-1：0000  

- 7 - 

 

5.4 試験体 176 

試験体は，次による。 177 

a) 試験体は，超音波が伝搬する材料であり，探触子と音響結合が可能な表面でなければならない。 178 

b) 測定面に超音波の伝搬を阻害するような汚れ，グリース，綿くず，スケール，溶接のフラックス及び179 

スパッタ，油などの異物がある場合は，それを除去する。 180 

c) 測定面にコーティング層がある場合は，そのコーティング層は材料に対して音響的に結合していなけ181 

ればならない。そうでない場合はコーティングを除去する。 182 

5.5 試験技術者 183 

試験技術者は，測定装置を調整して測定作業を実施するとともに，測定結果を記録・分類・報告するた184 

めに必要な資格を有し，経験，知識及び技能をもつ者とする。 185 

なお，試験技術者の資格及び認証は，JIS G 0431 又は JIS Z 2305 に規定する超音波探傷試験の資格者186 

（UT1，UT2，UT3）1)，限定 NDT 方法のうち超音波厚さ測定レベル 1（UM1）の資格者又はこれと同等の187 

有資格者とする。 188 

注 1)：UT1：超音波探傷試験レベル 1，UT2：超音波探傷試験レベル 2，UT3：超音波探傷試験レベル 3 189 

6 超音波厚さ測定の適用 190 

6.1 測定面の状態と処理 191 

測定面に測定の妨げになるものがある場合には，前処理を行う。前処理に当たっては，その方法などを192 

受渡当事者間で協議し，測定面をきずつけたり，うねらせたりしないように注意を払い，厚さ測定が可能193 

な状態にする。 194 

6.2 厚さ測定 195 

6.2.1 一般 196 

a) 測定点又は測定線の選定 測定点又は測定線は，特に指定がない場合，測定目的，試験体，測定する197 

範囲，使用状況，経年変化，腐食状況などに応じて，次のいずれかの方法を参考にして，受渡当事者198 

間で選定する。 199 

1) 試験体を適宜に区分した各範囲を代表する 1 点 200 

2) 試験体の形状変化部などを適宜に区分した各範囲内の数点 201 

3) 測定する範囲に適切な間隔で設けた格子線の交点 202 

4) 試験体の減厚状況によって選定された必要な点又は線 203 

b) 測定方式の選定 表 1 によって測定方式を選定する。 204 

c) 測定方法の選定 表 3 によって測定方法を選定する。測定方法は，測定値を得る手順によって，次に205 

示す 5 種類に区分する。 206 

1) 1 回測定法 指定された測定点を 1 回測定する方法。 207 

この測定方法では二振動子垂直探触子を選定した場合，音響隔離面の方向については規定しない。 208 

2) 2 回測定法 二振動子垂直探触子によって直交する 2 方向について各々測定する方法。同一の測定209 

点において，音響隔離面の方向を 90 度異なる 2 方向で各々測定し，得られた小さい方の表示値を測210 

定値とする。 211 
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3) 連続測定法 測定線上を 1 回測定法を用いて，指定された測定間隔で，又は連続的に，探触子を移212 

動させながら厚さを測定する方法。測定線に沿う厚さ変化を断面表示することが可能である。 213 

二振動子垂直探触子で厚さを測定する場合は，音響隔離面の方向は測定線と直角に保つものとする。214 

また，測定間隔の指定がない場合は 5 mm 以下とすることを推奨する。 215 

4) 多点測定法 一測定点を中心に，測定する範囲を拡大し，その範囲内の多数の点を測定して，表示216 

値の最も小さい値を測定値とする方法。測定する範囲の拡大は，通常，腐食又は減厚の状況によっ217 

て判断され，受渡当事者間で選定する。指定のない場合，拡大の大きさは直径 30 mm 円内を多点測218 

定する範囲としてもよい。本測定方法では二振動子垂直探触子の音響隔離面の方向については規定219 

しない。 220 

5) 精密測定法 指定された範囲について測定点を増加させ，厚さの変化状態を推定する方法。測定の221 

結果は，等高線などによって平面表示してもよい。厚さ測定を行う範囲及び測定間隔の指定がない222 

場合，あるいは適用する探触子について受渡当事者間で適宜選定する。 223 

 224 

表 3－測定方法の種類 225 

分類 測定方法 二振動子垂直探触子の場合の音響隔離面の方向 

個別測定点による測定方法 
1 回測定法 規定しない 

2 回測定法 90 度異なる方向 

測定線上の移動による測定方法 連続測定法 音響隔離面の方向は測定線と直角 

測定範囲の拡大による測定方法 
多点測定法 規定しない 

精密測定法 規定しない 

6.2.2 製品検査における厚さの測定 226 

測定装置は，5.1 から選定する。探触子の選定には測定を行う試験体の厚さ，形状，目的などを考慮し，227 

探触子の種類（一振動子又は二振動子），周波数，振動子寸法，接触面の寸法，遅延材の要否などを決定す228 

る。附属書 A の図 A.1 が選定の参考となる。 229 

なお，二振動子垂直探触子を用いる場合は，測定する厚さ範囲に対して測定装置の測定範囲が適切なも230 

のを選定する。集束垂直探触子を用いる場合も測定する厚さ範囲に対して測定装置の測定範囲が適切なも231 

のを選定する。 232 

特に超音波の減衰が大きく，反射波を利用できない場合には（R－U）方式とするのがよい。多くの場合，233 

周波数は 1 MHz 以下とすることが望ましい。 234 

6.2.3 保守検査における残存厚さの測定 235 

6.2.3.1 一般 236 

測定装置は，5.1 から選定する。探触子の選定には，測定を行う試験体の予想される厚さ，形状などを考237 

慮し，探触子の種類（一振動子又は二振動子），周波数，振動子寸法，接触面の寸法，遅延材の要否などを238 

決定する。附属書 A の図 A.2 が選定の参考となる。 239 

なお，二振動子垂直探触子を用いる場合は測定する厚さ範囲に対して測定装置の測定範囲が適切なもの240 

を選定する。集束垂直探触子を用いる場合も測定する厚さ範囲に対して測定装置の測定範囲が適切なもの241 

を選定する。 242 

二振動子垂直探触子を直接接触法で用い，2 回測定法，連続測定法などにおいて，探触子の向きを変え243 

たり，移動をする場合は，供給者の推奨する移動方法によって処置を行う。多くの場合，その都度測定面244 

から探触子を離すことが推奨されている。 245 
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6.2.3.2 一般的な平面試験体の厚さ測定 246 

a) 数値表示超音波厚さ計を用い，異常がない場合，表示値を測定値とする。 247 

なお，異常とは次の場合をいう。 248 

1) 表示値が，推定した厚さの 2 倍程度の場合 249 

2) 表示値が，推定した厚さの 1/2 程度の場合 250 

3) 表示値がばらつく場合（受渡当事者間で決めた許容値以上の誤差又は表示値が安定しないとき） 251 

4) 表示値が得られない場合 252 

b) 異常がある場合，次のいずれかの方法によって，その原因に関する所見及び表示値を記録することが253 

望ましい。 254 

1) 多点測定法のほか，連続測定法又は精密測定法を追加し，測定点近傍の全般的な状況から原因を判255 

断する。 256 

2) 超音波探傷器又は A スコープ表示器付き超音波厚さ計を用い，その A スコープ表示から，きずエコ257 

ーの有無，底面エコーの現れ方などを観察して，ビーム路程によって厚さを求める。 258 

6.2.3.3 腐食部の厚さ測定における留意点 259 

容器，配管などにおける腐食は，異なるメカニズムによって発生し得る。各種腐食の原因及びメカニズ260 

ムについて附属書 B に参考として示す。 261 

測定面又は反射面に腐食が予測される試験体の場合は，次の点に留意する。 262 

a) 測定面が腐食している場合 測定面に腐食による凹凸がある場合には，超音波の伝達を妨げたり，反263 

射したりするため，表示値が得られない場合又は接触媒質の層によって表示値が誤って表示される場264 

合がある。 265 

b) 反射面が腐食している場合 比較的なだらかな形状をした腐食は，表示値が比較的安定した測定が可266 

能である。しかし，針状の孔食は，その孔食の先端からのエコーは得られにくく，周辺のなだらかな267 

腐食部分の厚さを表示する場合又は表示値が得られない場合がある。 268 

c) 処置方法 腐食又は孔食によって表示値が安定しない，又は表示値が得られない場合は，超音波探傷269 

器又は A スコープ表示器付き超音波厚さ計を用い，A スコープ表示からエコーを観察し，腐食の状270 

況・程度・残存厚さを測定する。腐食部からのエコーは図 2 に示されるように多峰性となる場合が多271 

く，残存厚さを読み取る方法は，ピーク法ではなく，しきい値法又はゼロクロス法を用いる。図 3 に272 

厚さの読み取り方法を示す。 273 

 274 

 275 

 276 

 277 

 278 

 279 

図 2－腐食部からのエコーの例[1] 280 

  281 

 

 

R：ゼロ点 

F1：腐食部からのエコー 

B1：底面エコー 
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 282 

 283 

 284 

 285 

 286 

 287 

 288 

 289 

 290 

 291 

 292 

図 3－厚さの読み取り方法 293 

6.2.3.4 管材の厚さ測定 294 

附属書 JA に管材の厚さ測定における留意点を参考として示す。 295 

6.3 探触子の選定 296 

探触子の選定は次による。 297 

a) 6.2 に従って適切な測定値を得る手順を選び，探触子の種類（一振動子又は二振動子）を選定する。そ298 

の後，探触子が測定条件に適合するように，他の条件を考慮して選定する。 299 

b) 薄いシート又はコーティング層を測定する場合は，狭帯域探触子に比べてパルスが短く，分解能のよ300 

い広帯域探触子を用いる。 301 

c) 超音波が減衰しやすい材料の試験体を測定する場合は，安定したエコーが得られるよう，より低い周302 

波数の探触子又は広帯域探触子を用いる。 303 

d) 振動子寸法は，探触子接触面の形状，大きさ（面積）などを考慮し，また周波数は，厚さ測定を行う304 

測定物の元厚又は，減厚量を考慮して選定する。例えば，極薄い管の厚さ測定を行う場合，振動子寸305 

法は小さく，また周波数は高い探触子を選定する。なお，周波数は測定値の精度（距離分解能）に影306 

響することから留意が必要である。 307 

e) 遅延材付き一振動子垂直探触子を使用し，（I－B1）方式を採用する場合は，遅延材の材料が試験体と308 

同じ場合，境界面エコーが発生しない可能性があるため，遅延材の材料は適切なものを選定する。金309 

属材料の試験体に接触したプラスチック遅延材のように遅延材の材料の音響インピーダンスが試験体310 

よりも小さいと，境界面エコーの位相が変化する。そのため，正確な結果を得るには補正が必要とな311 

るが，厚さ測定器によってはこの補正を自動で行う機能を持つものもある。 312 

f) 高温の測定面では，探触子の性能に適した温度範囲とそれらの温度での使用時間，冷却方法などを明313 

示した探触子供給者の使用方法を参考にして垂直探触子を選定して用いる。この場合，温度が遅延材314 

の音響的な性質へ与える影響（減衰及び音速の変化）は既知でなければならない。なお，高温の測定315 

面で厚さ測定を行う場合，遅延材付き一振動子垂直探触子又は二振動子垂直探触子が多く用いられて316 

いる。 317 

 318 

 319 

厚さ読み取り位置

厚さ

ゲート

ゲート内にあるエコーが最初に
ゲートと交わる点までの時間を
計測して厚さを求める

b)　しきい値法　

厚さ読み取り位置

厚さ

ゲート

ゲート内にあるエコーの最も高
い点までの時間を計測して厚さ
を求める

c)　ピーク法　

厚さ読み取り位置

厚さ

ゲート

ゲート内で最初に交わるエコー
の高さがゼロとなる点までの時
間を計測して厚さを求める

a)　ゼロクロス法　
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6.4 厚さ測定器の選定 320 

厚さ測定器は，5.1.2 から選定する。 321 

6.5 調整用試験片とは異なる材料 322 

附属書 C を参照する。 323 

なお，音速による表示値の補正を行えば，他の試験片を用いてもよい。 324 

6.6 特別な測定条件 325 

6.6.1 一般 326 

特別な測定条件における一般事項は，次による。 327 

a) 厚さ測定を行う環境及び試験体について，安全規則又は基準に関連する法規を遵守する。 328 

b) 使用する調整用試験片の温度は試験体の温度と同じでなければならない。 329 

6.6.2 低温での厚さ測定 330 

測定面が 0 ℃未満の場合は，次による。 331 

a) 接触媒質は，その音響的な性質が保たれ，その凝固点は測定面の温度以下でなければならない。 332 

b) 一般的な探触子の仕様は，0 ℃～50 ℃の温度範囲が多く，0 ℃未満の温度では，測定温度で動作が保333 

証された専用の探触子を用いる。 334 

c) 接触時間は，供給者が推奨する範囲内とする。 335 

6.6.3 高温での厚さ測定 336 

測定面が 50 ℃を超える場合は，次による。 337 

a) 探触子は，高温用探触子を用いる。 338 

b) 接触媒質は，測定面の温度で十分性能を発揮するものを使用する。 339 

c) 超音波厚さ計を用いる場合は，探傷図形（A スコープ）記憶機能付き探傷器が望ましい。 340 

d) 探触子の接触時間は，供給者が推奨する接触可能時間を遵守し，その後の探触子の処置についても供341 

給者推奨の方法による処置を行う。 342 

附属書 JB に高温試験体の厚さ測定における留意点を参考として示す。 343 

6.6.4 有害な雰囲気 344 

有害な雰囲気内で厚さ測定を行う場合は，次による。 345 

a) 爆発の危険のある雰囲気内での厚さ測定作業では事前に探触子，ケーブル及び厚さ測定器の組合せが346 

安全であることを確認する。 347 

b) 腐食性の雰囲気内では，接触媒質は環境に悪影響を与えることなく音響的な性質を保つ必要がある。 348 

6.6.5 コーティング上からの厚さ測定 349 

コーティング上からの厚さ測定は，（B1－B2）又は（Bm－Bn）方式を適用する。 350 

なお，コーティング層と試験体との境界面エコーが得られる場合には，表面エコーに代わり境界面エコー351 
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を用いた（I－B1）方式を適用できる。 352 

附属書 JC にコーティング上からの厚さ測定における留意点を参考として示す。 353 

7 厚さ測定器の調整 354 

7.1 一般 355 

厚さ測定器の調整は，厚さ測定に使用するものと同じ測定装置で行う。また，その手順は，供給者の取356 

扱説明書，手順書，又は JIS Z 2355-2 の 9.15（調整値の確認）に従って行う。 357 

7.2 調整方法 358 

7.2.1 一般 359 

厚さ測定器の調整方法は，測定方式及び使用する測定装置に適した方法で実施する。また，調整は試験360 

体の厚さ測定時と同じ環境条件で行う。 361 

附属書 C に参考として厚さ測定器の調整について示す。 362 

7.2.2 超音波厚さ計 363 

超音波厚さ計の調整は，次による。 364 

a) （R－B1）方式を用いる場合は，ゼロ点調整及び音速調整を必要に応じて調整用試験片によって行う。 365 

b) （B1－B2）又は（Bm－Bn）方式あるいは（S－B1）方式を用いる場合は，調整用試験片を用いて表示値366 

がその厚さを示すように音速を調整する。また，超音波厚さ計の設定音速が試験体の音速と一致する367 

ように調整してもよい。 368 

 なお，調整完了後には調整用試験片の既知の厚さが表示されることを確認する。 369 

7.2.3 超音波探傷器 370 

超音波探傷器を用いて A スコープ表示から厚さを読み取る場合の時間軸（横軸）の調整は，次による。 371 

a) 音速調整 音速調整は，対比試験片の多重エコーの間隔のビーム路程が，調整用試験片の厚さに対応372 

するように時間軸を調整する［図 4 a)及び図 4 b)］。 373 

b) ゼロ点調整 ゼロ点調整は，一振動子垂直探触子を用いた場合での（R－B1）方式では送信パルスを，374 

また，二振動子垂直探触子，遅延材付き一振動子垂直探触子を用いた場合での（S－B1）方式及び（I375 

－B1）方式では表面エコー又は境界面エコーを表示遅延機能によって横軸目盛のほぼゼロに合わせる。376 

次に最初の底面エコー（B1）を確認し，このエコーをゼロ点調整機能によって調整用試験片の既知の377 

厚さに対応するビーム路程の位置に合わせる［図 4 c) d)］。 378 

   （Bm－Bn）方式の場合は，最初の底面エコーをゼロ点調整機能によって調整用試験片の既知の厚さ379 

に対応するビーム路程の位置に合わせる［図 4 c)］。 380 

  381 
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 382 

 383 

 384 

 385 

 386 

 387 

 388 

 389 

 390 

      a) 超音波伝搬経路               b) 音速調整 391 

 392 

 393 

 394 

 395 

 396 

 397 

 398 

 399 

 400 

 401 

  c) R－B1 方式又は B1－B2(Bm－Bn)方式での       d) S－B1 方式又は I－B1 方式での 402 

    時間軸の位置の調整（一振動子探触子の場合）       時間軸の位置の調整 403 

記号説明 404 

T   ：送信パルス 405 

R   ：ゼロ点 406 

S1，S2 ：表面エコー 407 

I1，I2  ：境界面エコー 408 

B1～Bn ：底面エコー 409 

図 4－表示器の時間軸の調整 410 

7.3 調整値の確認 411 

特に指定がない場合，測定開始時，測定終了後及び必要に応じて測定中任意の時間内に，調整値の確認412 

を行う。調整値が前回の調整値に比べ許容値を超えている場合，前回の調整値を確認した後に測定した箇413 

所について全て再測定を実施する。なお，測定中任意の時間内とは，受渡当事者間で設定した時間間隔を414 

いう。時間間隔の設定がない場合は 1 時間間隔での調整値の確認を推奨する。 415 

また，次の場合には必ず再度，調整を行う。 416 

a) 超音波上の問題ではなく，測定装置の動作不良などの異常があると判断した場合 417 

b) 測定装置の全部又は一部を交換した場合 418 

d

Ｂ2

Ｔ

Ｂ3

Ｂ4

Ｂ1

d d

既知の厚さ　d

0
d d

Ｂ5

Ｒ 表示器

Ｂ2

Ｔ

Ｂ3

Ｂ4

Ｂ1

既知の厚さ　d

0
d

Ｂ5

Ｓ1(又はＩ1) 表示器

Ｓ2(又はＩ2)

Ｓ3(Ｉ3)

垂直探触子

 測定方式 1,2,3 など

調整用試験片

B1
B2
B3

d

Ｂ2

Ｔ

Ｂ3

Ｂ4

Ｂ1

d d

既知の厚さ　d
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c) 試験技術者が交替した場合 419 

d) 電源を再投入した場合 420 

e) 試験体の材料が異なる場合 421 

f) 試験体又は測定装置の温度が著しく変化した場合 422 

なお，許容値及び厚さ測定作業中の許容値の確認頻度については事前に受渡当事者間で取り決めておく423 

必要がある。 424 

7.4 測定装置の保守及び点検 425 

7.4.1 一般 426 

測定装置の保守は，次による。 427 

a) 探触子の接触面にきず，凹凸，片減りなどがある場合，エコー高さの低下及び測定値のばらつきによ428 

って測定不能となりうる。測定する厚さ範囲に対して測定誤差の測定を行い，許容値を超えてばらつ429 

く場合は探触子を交換する。また，受渡当事者間で許容値を設定していない場合は±0.1 mm とするこ430 

とを推奨する。 431 

b) 接触媒質が長時間にわたって付着している場合，内部に浸透して機器損傷の原因になる。探触子，探432 

触子ケーブルの接栓，又は超音波厚さ計の本体に付着している接触媒質は，測定後，確実に拭き取る。433 

また，探触子の接触面の接触媒質は測定終了後（又は自動カット OFF 機能が作動した場合も），確実434 

に拭き取る。 435 

7.4.2 日常点検 436 

JIS Z 2355-2 の箇条 11［試験区分 3（日常点検）］による。 437 

なお，附属書 JD には日常点検記録表の例を示す。 438 

7.4.3 定期点検 439 

JIS Z 2355-2 の箇条 10（試験区分 2）によって，1 年以内ごとに行い，その結果を記録する。 440 

7.4.4 特別点検 441 

測定装置が落下した場合，運搬中に衝撃を与えた場合，温度など環境条件が供給者の仕様範囲を超えた442 

場合などは，定期点検と同様の点検を実施する。 443 

8 測定精度への影響 444 

8.1 作業上の条件 445 

8.1.1 測定面の状態 446 

a) 清浄度 測定面の清浄度は測定値に影響し，測定面の前処理が不適切な場合は，測定値が不正確にな447 

ることがある。このため，測定面が厚さ測定に支障となる場合は，適切な方法によって測定前に除去448 

する。 449 

b) 測定面の粗さ 測定面の粗さは，探触子と測定面との接触面積を減少させ超音波の伝達を妨げ，損失450 

させるほか，著しく粗いところでは，接触媒質の厚さの影響によって表示値が厚く表示される。なお，451 

測定面又は反射面が著しく粗い場合は，超音波探傷器又は A スコープ表示器付き超音波厚さ計を用い452 
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て A スコープ表示によってエコーを確認しながら厚さ測定を行うことを推奨する。 453 

c) 測定面の形状 図 5 に示すように，測定面が凹凸を生じて粗い場合（凹凸面）は，超音波の音響結合454 

が低下する可能性があるため，次に挙げる項目に留意し，適切な条件を選択する必要がある。 455 

  ・接触媒質 456 

  ・垂直探触子の型式（周波数を含む） 457 

  ・測定方式 458 

  また，必要に応じて測定面の処理方法の検討も必要となる。 459 

 460 

 461 

 462 

 463 

 464 

 465 

 466 

図 5－凹凸面（粗い面）での厚さ測定 467 

測定面に局所的な凹部又は凸部がある場合（凹凸部）に測定面上を直接接触型の探触子で測定するとき468 

は，部分的に接触媒質層が厚くなる場合があり（図 7 参照），（R－B1）方式及び（R－U）方式では接触媒469 

質層の伝搬時間が表示値に含まれ，表示値が大きくなる。接触媒質と材料との音速比が 1：4 のときには，470 

この差は接触媒質の実際の厚さの 4 倍になる。なお，測定面又は反射面が平滑でない，凹凸を有している471 

などの場合は，超音波探傷器又はＡスコープ表示器付き超音波厚さ計を用いて A スコープ表示によりエコ472 

ーを確認しながら厚さ測定を行うことを推奨する。 473 

また，探触子の接触面は，常に十分な音響結合が得られるようにすることが重要であり，図 6 に示すよ474 

うに，厚さ測定面が腐食などによって形状変化した部位で，凹部又は凸部の半径が小さい場合は，直径の475 

小さい探触子を選定する。 476 

 477 

 478 

 479 

 480 

 481 

 482 

 483 

図 6－凹部での垂直探触子の選択 484 

8.1.2 測定面の温度 485 

温度変化は，探触子の遅延材内及び試験体の音速と超音波の減衰量とに影響を与えるため，試験体の厚486 

さを測定する必要がある場合には，温度変化及び次に挙げる項目などに留意する必要がある。 487 

a) 厚さ測定器，垂直探触子，超音波ケーブル，遅延材の材質 488 

b) 調整用試験片 489 

c) 接触媒質 490 

試験体凹凸面

垂直探触子

試験体腐食部

垂直探触子

試験体腐食部

垂直探触子
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また，安全に対する計画を行う。 491 

音速は，多くの金属及びプラスチックでは温度が上がると減少するが，ガラス及びセラミックスでは増492 

加する場合がある。温度変化が金属の音速へ与える影響は，通常は無視できるほど小さい。鋼の場合，縦493 

波の音速はおよそ 0.8 m/s/℃の割合で減少する。 494 

くさびとして一般的に使われるアクリル樹脂の音速は，2.5 m/s/℃の割合で減少する。そのため，温度変495 

化がくさびの音速に与える影響は大きく，補正が必要な場合もある。 496 

8.1.3 コーティング 497 

コーティングは，測定値の誤差要因となるため，コーティング上からの測定方法は，附属書 JC による498 

ことが望ましい。 499 

8.1.4 形状 500 

形状に対する要求は，次による。 501 

a) 平行度 試験体（部品）の両面は平行であることが望ましい。傾斜がある場合，底面エコーがひず（歪）502 

んだり減衰したりするため，測定が困難又は不正確になる場合がある。 503 

b) 曲面 測定面が曲率をもつ場合，探触子と試験体との接触面積が減少し，超音波の伝達が妨げられ，504 

表示値が不安定となる場合がある。そのため，探触子は，超音波が試験体の曲率中心に向かうように505 

配置する。表示値がばらつく場合，超音波の伝達（音響結合）を向上させるために，振動子寸法を小506 

さくする。さらに，遅延材付き一振動子垂直探触子を選択し，遅延材の接触面を曲面に合わせて成形507 

加工するとよい。なお，附属書 JA には管材の厚さ測定方法を示す。 508 

8.1.5 材料音速の不均一 509 

正確な測定は，厚さ方向に沿った材料の均一性に依存する。組成の局部的又は全面的な変化は，調整用510 

試験片の材料と比べた音速の差異により測定誤差が発生する。 511 

8.2 測定装置 512 

8.2.1 表示分解能 513 

a) 厚さ測定器の有効な表示桁数は，そのシステムによって確認できる測定値の変化の最小値である。例514 

えば，0.001 mm で表示可能な厚さ測定器でも信頼できる有効な表示桁数は 0.1 mm の場合が多い。A515 

スコープ表示器付き超音波厚さ計又は，超音波探傷器を用いた厚さ測定での有効な表示桁数は，サン516 

プリング周波数，測定範囲の設定値に対する表示器の分解能（ピクセル数）などの要因に依存してい517 

る場合がある。 518 

b) 測定装置の分解能は，厚さ測定器の性能に依存するだけではなく，垂直探触子の型式（周波数を含む）519 

の影響も受ける。6.3 に探触子の選定に関わる留意事項が示されているが，厚さ測定時の分解能は厚さ520 

測定器と探触子の組み合わせにより決定される。 521 

8.2.2 測定可能な範囲 522 

厚さ測定器の数値表示の桁数は単に表示できる数字の範囲だけを意味しており，使用する垂直探触子に523 

よって測定範囲が供給者によって明記されている。厚さ測定が可能な測定範囲は，一般に垂直探触子の型524 

式（周波数を含む）又は試験体の材料などによって左右され，特に用途（材料，曲率などの条件）によっ525 

て測定範囲は左右されることから事前に模擬試験片を作成し，使用する測定装置によって確認試験を行う526 

ことを推奨する。 527 
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垂直探触子の型式は，測定可能な範囲（測定範囲）に影響する。また，測定可能な厚さの最小値は主に528 

垂直探触子の型式，性能と試験体の音速で定まる。 529 

試験体の材料によって音速と減衰とは異なるため，探触子の周波数は，試験体の材料及び厚さに応じて530 

選定する。高い周波数は低い周波数より材料を伝搬しにくいため，周波数は測定できる最大厚さにも影響531 

する。 532 

厚さ測定器は，測定する試験体の厚さがその測定範囲内に含まれているものを選定する。超音波探傷器533 

で A スコープ表示を用いて厚さ測定する場合には，適切な時間軸を設定する。時間軸（表示器の横軸）の534 

範囲は，少なくとも測定する厚さ範囲の最小値～最大値の厚さが表示されるように調整することを推奨す535 

る。 536 

8.3 厚さ測定に影響するパラメータ 537 

厚さ測定に影響する重要なパラメータ及びその対応方法を附属書 D に示す。 538 

9 材料の影響 539 

9.1 一般 540 

測定対象物の組織，超音波の減衰特性，表面状態は，測定値に影響することを考慮する。 541 

9.2 不均一性 542 

合金元素及び不純物を含む材料組成と材料の加工プロセスは，結晶粒組織の構造と方向性とに影響し，543 

そのことによって金属組織の均一性に影響する。 544 

このことは局部的に試験体内部の音速又は超音波の減衰の変動の要因となり，誤差の発生又は測定値が545 

得られない原因になり得る。 546 

9.3 音響異方性 547 

音響異方性のある材料では，組織の向きに対する超音波の入射方向によって音速が異なる場合があるの548 

で留意する。圧延又は押出し成形によって加工された材料，特にオーステナイト鋼，銅及び銅合金，鉛及549 

び全ての繊維強化樹脂などの例がある。音速の違いによる誤差を最小にするためには，測定面の組織に対550 

する超音波の入射方向は，調整用試験片及び試験体のいずれも合わせる必要がある。 551 

9.4 超音波の減衰 552 

超音波の減衰は，エコー高さの低下又は波形の変化の原因となる。減衰は吸収（例えば，ゴム）による553 

エネルギーの損失又は散乱（例えば，粗い結晶粒）によって起きる。 554 

一般的に鋳物の測定では，散乱による減衰があり，表示値の消失又は誤差の原因となる。プラスチック555 

の測定では，吸収だけで超音波が大きく減衰する。 556 

9.5 測定面の状態 557 

9.5.1 一般 558 

測定面の状態確認を怠った場合，又は測定面の状態確認が不十分な場合，測定値が得られない又は誤差559 

の原因となる場合がある。 560 

  561 
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9.5.2 接触面 562 

測定面がコーティングされている場合，コーティング材が母材に対して音響的に結合していればコーテ563 

ィングを通して厚さ測定が可能である（6.6.5 参照）。コーティング材と母材との間に隙間が生じている場564 

合はコーティングを剝離する必要がある。 565 

磨耗及び／又は腐食による測定面の粗さは，音響結合に影響し，さらには，厚さ測定結果へ影響する。566 

測定面での凹凸部の深さが大きいと，（R－B1）方式は不適切であり，（S－B1）方式及び（B1－B2）又は（Bm567 

－Bn）方式が有効となる。測定面の凹凸部の影響で超音波が試験体へ伝達しない場合は，測定面を研磨す568 

ることで厚さ測定ができるようになる可能性があるが，残存厚さの少ない部分を更に削ることになるので569 

実施には注意を要する。 570 

図 7 は，各測定方式において凹部を測定している場合の一例を図示している。この部位において 571 

（R－B1）方式を選択した場合の厚さ表示値には，接触媒質層の厚さ分に相当する伝搬時間を含んでい572 

る。 573 

 574 

 575 

 576 

 577 

 578 

 579 

 580 

 581 

 582 

 583 

 584 

 585 

 586 

 587 

 588 

 589 

 590 

 591 

 592 

 593 

図 7－接触媒質層が厚い場合の伝搬経路 594 

9.5.3 反射面 595 

供用中に発生した腐食又は侵食部分の測定を行う場合，それらは異常な反射面となるため，予想される596 

腐食の種類などを勘案しながら測定方法及び使用探触子を選定する必要がある。なお，附属書 B に鋼の腐597 

食について特徴を紹介しているので参考とすることを推奨する。 598 

試験体

垂直探触子

接触媒質

注 a)：Ｓエコーの高さが高い場合,
　 　Ｓエコーまでを表示する場合 
   　がある。

測定面

Ｓ

Ｂ１

Ｂ１

Ｂ2

Ｂ2

接触媒質層が
十分薄い場合

接触媒質層が
厚い場合

ｄ

ｄ

d)　Ｂ１－Ｂ2方式の場合

測定面

Ｓ

Ｂ１

Ｂ１

Ｂ2

Ｂ2

接触媒質層が
十分薄い場合

接触媒質層が
厚い場合

ｄ

ｄ

c)　Ｓ－Ｂ１方式の場合

Ｓ

a)　腐食部の厚さ測定

Ｒ点（ゼロ点）

Ｓ

Ｂ１

Ｂ１

Ｂ2

Ｂ2

接触媒質層が
十分薄い場合

接触媒質層が
厚い場合

d  a)

ｄ

ｄ

b)　Ｒ－Ｂ１方式の場合



- 19 - 

Z 2355-1：0000  

- 19 - 

 

9.5.4 腐食 599 

石油，ガス，発電などのエネルギーの配送，製品の貯蔵，輸送などの産業では，圧延鋼板，継目無鋼管600 

及び溶接接合物などの金属材料で作られた容器及びパイプが使用されている。これらの材料は様々な環境601 

で使用され，部分的又は全面にて腐食が発生，進行する。 602 

鋼の容器及び配管類の腐食部に適用する厚さ測定の方法を選定する場合，次の腐食の種類を考慮し，測603 

定すべき厚さ範囲，位置の決定及び測定時期の間隔などを決定する必要がある。 604 

a) 均一腐食 605 

b) 孔食 606 

c) 析出腐食 607 

d) 隙間腐食 608 

e) 電解腐食 609 

f) 流れ誘起腐食（流れ加速腐食） 610 

g) 溶接部腐食 611 

h) 上記の腐食の種類の二つ以上の組合せ 612 

附属書 B 表 B.1 は，考慮することが必要な腐食の種類及び反射面の形と分布とを示している。 613 

10 報告書 614 

10.1 一般 615 

受渡当事者間で取り決めた特定の要求も考慮して，10.2 及び 10.3 に示した項目の内容を記録する。 616 

10.2 一般情報 617 

一般情報は，次による。 618 

a) 参考とした図書 手順書，規格，仕様書 619 

b) 測定年月日 620 

c) 測定者名（試験技術者名）及び保有資格 621 

d) 測定器材 測定器材は，次による。 622 

1) 厚さ測定器の型式，製造番号など 623 

2) 探触子の型式，製造番号など 624 

3) 点検年月日 625 

4) 測定時に使用した調整用試験片の名称及び管理番号 626 

5) 接触媒質の種類又は名称 627 

e) 測定条件 測定条件は，次による。 628 

1) 試験体の名称 629 

2) 試験体の材料及び厚さ 630 

3) 測定面の状態（測定面の仕上げ程度，腐食の程度，コーティングの有無及び種類，コーティングの631 

厚さなど） 632 

4) 測定箇所（必要なときは，詳細図の表示） 633 
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5) 測定方式及び測定方法の種類 634 

10.3 測定データ 635 

測定データは，次による。 636 

a) 測定結果 測定結果は，次による。 637 

1) 測定値 一つの測定点ごとの測定値を記録するか，又は受渡当事者間で取り決めた値以下の測定値638 

及びその位置を記録する。また，必要に応じ，測定線に沿う厚さ変化を断面表示するか，測定範囲639 

内の同一の厚さの点を線で結んだ等高線などによって平面表示して記録する。また，各測定点での640 

設定音速値及び測定点の測定面温度を記載する。ただし，測定値へ温度の影響がないことが確認さ641 

れている場合は記録は不要である。 642 

2) 特記事項 643 

b) その他の事項 指定事項，立会者，所見など 644 

  645 
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附属書 A 646 

（参考） 647 

測定条件の選定 648 

 649 

A.1 測定条件の選定 650 

 測定条件の選定は，次の図 A.1 及び図 A.2 のフローチャートによる。 651 

 なお，管材での厚さ測定は管材外面を測定面とした場合を想定している。管材の内面からあるいは曲 652 

管での厚さ測定を計画する場合は別途，測定方式及び使用する探触子の選定を検討する必要がある。 653 

 654 

 655 

 656 

 657 

 658 

 659 

 660 

 661 

 662 

 663 

 664 

 665 

 666 

 667 

 668 

 669 

 670 

 671 

 672 

 673 

 674 

 675 

 676 

 677 

 678 

 679 

 680 

 681 

図 A.1－保守検査のフローチャート 682 

開始 

平行面 

厚さ d 

振動子径 < 管径 
振動子径（接触面径）が管径より 

も小さいものを選定する 

いいえ [同心円状（管状）] 

はい 

・厚さ測定器：5.1.2 a)又は b) 

・探触子：二振動子垂直探触子又は 

  遅延材付き一振動子垂直探触子 

  （広帯域垂直探触子を推奨する） 

  f ≧ 10 MHz 

  d ≦ 0.5 mm の場合，f ≧ 20 MHz  

 

[注釈] 

・高表示分解能を要求する場合は，高周波数が望

ましいが，その信頼性を確認する必要がある。 

・二振動子垂直探触子を選択する場合は測定下

限に留意する必要がある。 

・厚さ測定器：5.1.2 a)又は b) 

・探触子：二振動子垂直探触子又は 

  遅延材付き一振動子垂直探触子 

  f ≦ 10 MHz 

 

 

 

[注釈] 

・粗粒又は高減衰材料では低い周波数を選択す

ることも必要である。 

・二振動子垂直探触子を選択する場合は測定下

限に留意する必要がある。 

d > 1.5 mm  

d ≦ 1.5 mm  

はい 
いいえ 

製品検査 
d：試験体の厚さ 

f：探触子の公称周波数 
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 683 

 684 

 685 

 686 

 687 

 688 

 689 

 690 

 691 

 692 

 693 

 694 

 695 

 696 

 697 

 698 

 699 

 700 

 701 

 702 

 703 

 704 

 705 

 706 

 707 

 708 

 709 

 710 

 711 

 712 

 713 

 714 

 715 

 716 

 717 

 718 

図 A.2－保守検査のフローチャート  719 

開始 

平行面 

厚さ d 

振動子径 < 管径 
振動子径（接触面径）が管径より 

も小さいものを選定する 

いいえ [同心円状（管状）] 

はい 

・厚さ測定器：5.1.2 a)又は b) 

・探触子：二振動子垂直探触子，垂直探触子又は 

  遅延材付き一振動子垂直探触子 

  （広帯域垂直探触子を推奨する） 

  f ≦ 10 MHz 

 

 

[注釈] 

・粗粒又は高減衰材料では低い周波数を選択す

ることも必要である。 

・二振動子垂直探触子を選択する場合は測定下

限に留意する必要がある。 

・孔食のある試験体で確認するとよい。 

d > 1.5 mm  

d ≦ 1.5 mm  

はい いいえ 

保守検査 

温度≦50℃ 6.3，6.6.3 及び 8.1.2 を参照 

d：試験体の厚さ 

f：探触子の公称周波数 

はい 

いいえ 

均一腐食又は 

エロージョン 

はい 針状の孔食 

・超音波厚さ測定で測定は困難 

・斜角探傷などで針状孔食部を検出し，

先端部までの残肉厚さを A スコープ表

示器付き超音波厚さ計などで確認後に

測定することを推奨する 

いいえ（孔食） 

はい ※2 

※1 ※1：孔食の発生が想定される場合は，検出

漏れ防止の為，A スコープ表示器付き超音

波厚さ計などを用いた厚さ測定を推奨する 

いいえ  

[反射面あり] 

目安：直径 ≧ 2mm 
※2：先端の反射面が非常に小さい 

・厚さ測定器：5.1.2 a)又は b) 

・探触子：二振動子垂直探触子又は 

  遅延材付き一振動子垂直探触子 

  （広帯域垂直探触子を推奨する） 

  f ≧ 10 MHz 

  d ≦ 0.5 mm の場合，f ≧ 20 MHz  

 

[注釈] 

・高表示分解能を要求する場合は，高周波数が望

ましいが，その信頼性を確認する必要がある。 

・二振動子垂直探触子を選択する場合は測定下

限に留意する必要がある。 

・孔食のある試験体で確認するとよい。 
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附属書 B 720 

（参考） 721 

鋼の腐食 722 

B.1 腐食の分類 723 

腐食の分類（一例）は，表 B.1 による。 724 

表 B.1－腐食の分類 725 

No. 種類 
典型的な腐食原因及び 

そのメカニズム 
説明図 

厚さ測定時 

の注意点 

1 均一腐食 a)又は 

エロージョン a) 

注釈 1 エロージ

ョンは機械的に起

こる摩耗作用コロ

ージョンが腐食 

次のような腐食環境で

起きる。 

－ 酸素で飽和した水 

－ 酸性溶液 

－ 湿潤気体からの凝

縮水 

 

6.2.3.3 参照 

A スコープ表示

器付き超音波厚

さ計によりエコ

ーを観察して厚

さ値を得ること

を推奨する 

2 孔食 a) 

注釈 1 金属内部に
向かって孔状に進行
する局部腐食 

 

腐食領域には明確な境

界があり，その周囲は典

型的には未腐食である。 

孔食は材料の結晶構造

及び集合組織，表面状態

によって形態が異なる。 

 

 

 

 

6.2.3.3 参照 

A スコープ表示

器付き超音波厚

さ計によりエコ

ーを観察して厚

さ値を得ること

を推奨する 

2a 孔食 a) 

 

分布パターン 

 

 

 

 

 

 

注 a) 参照 

2b 孔食 a) 

注釈 1 針状に進行

する局部腐食 

 

 

単独で針状に進行する，

あるいは均一腐食の範

囲に局所的に針状部が

進行するなどがある。 

 

 

 

 

 

 

[2] 

附属書Ａ参照 

厚さ測定によっ

て検出すること

は極めて困難，他

の手法と併用す

るとよい 

3 析出腐食 a) 

隙間腐食 a) 

注釈 1 金属間又は
金属と他の材料との
隙間が存在する場
合，隙間の内外にお
いてイオン，酸素な
どの濃淡電池が構成
されて生じる腐食 

堆積物の下又は水で満

たされた狭い隙間で起

きる。 

 

注 a) 参照 

4 電解腐食 a) 

注釈 1 異種金属接
触腐食 
異種金属が直接接触
されて，両者間に電
池が構成されたとき
に生じる腐食 

異種金属 

 

注 a) 参照 
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表 B.1－鋼の腐食分類（続き） 726 

No. 種類 典型的な腐食原因及び 

そのメカニズム 

説明図 推奨する 

超音波技術 

5 流れ誘起腐食 a)  

 

 

 

 

 

 

 

注 a) 参照 

6 乱流腐食 a) 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 a) 参照 

7 メサ型腐食 a)  

 

 

 

 

 

注 a) 参照 

8 キャビテーション腐

食 a) 

注釈 1 金属表面に
接触する液体に急激
な圧力減少を与える
と真空状の気泡が発
生し，それが崩壊す
るときに表面被膜又
は金属を損傷して生
じる腐食 
 

 

 

注 a) 参照 

9 溶接部腐食 a) 

注釈 1 熱影響部に
発生するきずなどに
起因する。応力腐食
割れ 
 

 

 

注 a) 参照 

注 a)  これらの腐食形式は腐食の検出と定量化を達成するときに出会う可能性と困難性とを図解するために

示している。図解は情報として示すことだけを目的にしている。個々の場合に適用する技術は対象へ

の接近条件，材料の厚さその他のパラメータによるため，それについて具体的に推奨することはでき

ない。 

 

727 
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附属書 C 728 

（参考） 729 

厚さ測定器の調整 730 

C.1 一般 731 

厚さ測定器の調整は，通常厚さ測定に用いる垂直探触子と厚さ測定を行う試験体と同材料で製作された732 

調整用試験片を用いて行う。また，調整用試験片の調整に用いる厚さは，厚さ測定を行う試験体の設計板733 

厚と推定される最小の残存厚さの 2 種類の厚さで行うことを推奨する。しかしながら，多くの場合は 1 種734 

類の厚さで調整しているのが実態である。ここでは，厚さ測定を行う試験体と調整に用いる調整用試験片735 

の測定面の状態又は材料が異なっている場合の留意点などを記載するが，規定の一部ではない。 736 

C.2 調整用試験片と異なる材料の厚さ測定 737 

C.2.1 厚さ測定器の調整に用いる調整用試験片 738 

厚さ測定器の調整には，厚さ測定を行う試験体の材料と同じ材料の調整用試験片を準備する必要がある。739 

同材料又は類似（縦波の音速が近似している）の材料が準備できない場合は，C.2.2 又は C.2.3 による。 740 

C.2.2 試験体に端部がある場合の調整 741 

厚さ測定を行う測定物に端部（断面が確認され，測定物の測定面と反射面に垂直探触子を接触させる面742 

積があり，この面はいずれも平行である）がある場合は同部位を利用して次に示す要領によって測定物の743 

音速を測定する。 744 

a) 機械的な計測方法（マイクロメータなど）によって測定物端部の厚さを測定する。測定は 1/100 mm 単745 

位で行う。測定された厚さ値（T）を記録する。 746 

b) 厚さ測定器のゼロ点調整後，測定部の端部を厚さ測定し，表示値が厚さ値（T）になるように音速調整747 

を行う。調整された音速値（C）を記録する。なお，厚さ測定器の表示桁が 1/10 mm の場合は，厚さ748 

値（T）の小数点以下第二位を切り捨てて小数点第一位までを厚さ値として音速調整を行う。また，音749 

速調整時の測定物端部の表面温度も記録しておくと良い。 750 

C.2.3 試験体に端部がない場合の調整 751 

厚さ測定を行う測定物に端部がない場合は次のいずれかの方法によって調整，厚さ測定を行う。 752 

a) 厚さ測定を行う測定物の音速が計測できない場合は，文献などによって音速値を選定する。 753 

  この音速値を用いて厚さ測定器の音速を設定して厚さ測定を行う。 754 

b) 使用する厚さ測定器が鋼以外の音速へ変更できない場合，すなわち音速調整機能が付属していない厚755 

さ測定器を用いる場合は，供給者指定の音速値（C 鋼）を設定，記録する。 756 

   次に a)で選定した音速（C 異材）を用いて音速補正係数（K）を下式により算出する。 757 

   音速補正係数 K ＝ C 異材 ／ C 鋼    ※小数点第二位まで求める 758 

   鋼の音速によって測定された測定値（T0）に音速補正係数 K を乗じて異材の厚さ測定値（T 異材） 759 

   を求める。 760 

 761 

 762 
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C.3 調整用試験片と異なる表面状態の厚さ測定 763 

C.3.1 試験体の表面状態  764 

厚さ測定を行う材料の測定面の状態は平準・平滑が望ましい。 765 

C.3.2 表面状態の改善  766 

測定面の粗さが 100 μmRz を超える場合は適正な方法にて測定面の状態改善を行うことが望ましい。改767 

善処置が困難な場合は，（R－B1）方式及び（S－B1）方式は選択せず，（B1－B2）方式によって厚さ測定器768 

の調整及び測定を行う。 769 

C.3.3 試験体に端部がある場合の処置  770 

C.2.2 と同様に測定物に端部が存在する場合は端部を用いて厚さ測定器の調整を行った後，厚さ測定を771 

行うとよい。 772 

  773 
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附属書 D 774 

（参考） 775 

厚さ測定に影響のあるパラメータ 776 

D.1 厚さ測定に影響のあるパラメータ 777 

厚さ測定に影響のあるパラメータを，表 D.1 に示す。 778 

 779 

表 D.1－厚さ測定に影響のあるパラメータの表 780 

項目 パラメータ 結果 可能性のある改良 

試験体 材料 組成 
減衰，吸収，散乱，音

速の局所変動 
試験体と同じ材料による装置の調整 

構造 

異方性 

表面状態 清浄さ 測定面の状態の局所

変動による接触媒質

厚さの変動 

清浄する 

粗さ 要求に従った測定面の研磨 

測定面の形状 径の小さい振動子寸法の探触子を使う 

コーティング 材料 母材音速とコーティ

ング音速との差によ

る不正確性 

コーティングの除去又は方式 3 の利用（附

属書 JC 参照。） 厚さ 

測定面の処理 

形状 非平行性 底面エコーの消失又

はひず（歪）み 

平行度は探触子の指向角以内 

（ ±1.22 sin-1( λ/d) ） 

曲率 音響結合効率の低下 径の小さい振動子寸法の探触子を使う 

範囲 減衰による底面エコ

ーのひず（歪）み 

方式 1 で低周波数垂直探触子を使う 

方式 4 を使う 

調整 方法 調整法 不正確な表示値 ・試験部を代表する調整用試験片を使う 

・残存厚さの推定値より薄い厚さと設計板

厚より厚い厚さを使う 

・調整法の選定（附属書 B 参照） 

調整用試験片 厚さ及び音速 測定精度は試験片の

精度 

調整用試験片の既知の厚さ値と音速値の正

確な測定 

測定 装置 分解能 厚さ測定器の分解能

を超えない 

高精度の厚さ測定器，高周波数の垂直探触

子，広帯域垂直探触子を使う（8.2.1 a) b) 

参照） 

ケーブル長 余分なケーブル長は

信号にひず（歪）みを

生じさせる 

短いケーブルを使用する 

時間軸の直線性 不正確な表示値 直線性が良好な装置を使用する 

ゼロ点 不正確な表示値 最適なゼロ点の調整 
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表 D.1－厚さ測定に影響のあるパラメータの表（続き） 781 

 782 

 783 

  784 

項目 パラメータ 結果 可能性のある改良 

 

測定 二振動子垂直探

触子によるルー

フ角 

超音波の経路（路程）

が厚さ（表面－裏面最

短距離）と異なること

による不正確な表示

値 

・一振動子垂直探触子を使う 

・二振動子垂直探触子を使う場合，推定さ

れる厚さと同等厚さの調整用試験片にて調

整を行う 

測定 

 

位相のシフト 誤った表示値 位相の反転が懸念される場合は A スコープ

表示によって確認する。 

再現性 

方法 方法 不適切な操作 正しい手順又は取扱説明の提供 

使用者の訓練 

音響結合 音響結合の不良によ

る表示値のばらつき 

測定面の状態に合った接触媒質の選定 

可能ならば方式 3 を使う 

使用者の訓練 表示値の誤差 使用者の熟練度 

その他 温度 音速の変動 表示値の誤差 試験体と同じ温度で調整，又は試験体測定

面の温度を測定し，温度変化に伴い変化す

る音速に適合させるため測定値を補正 
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附属書 JA 785 

（参考） 786 

管材の厚さ測定方法 787 

 788 

JA.1 一般 789 

この附属書は，超音波パルス反射法によって，管材の厚さ測定をするときの留意点などについて記載す790 

るもので，規定の一部ではない。 791 

JA.2 管材の測定方法 792 

JA.2.1  一般 793 

管材の厚さ測定は管材の内外面を測定面とする 2 方法があり，その測定面の状況に応じて適切な測定条794 

件を設定する必要がある。厚さ測定器は 5.1.2，探触子は 5.1.3 から選定する。 795 

垂直探触子の選定には測定を行う管材の材料，外径，内径，厚さなどを考慮し，探触子の種類，周波数，796 

振動子寸法，接触面の寸法，遅延材の要否などを決定する。 797 

決定に際しては模擬試験片を作成し，厚さ測定器と垂直探触子との組合せによって確認試験を行うこと798 

を推奨する。 799 

JA.2.2 数値表示超音波厚さ計を用いる場合 800 

数値表示超音波厚さ計と二振動子垂直探触子との組み合わせを用いて管材の厚さ測定を行う場合，1 回801 

測定法では音響隔離面の方向を管軸方向に対し直角（図 JA.1 参照）に配置して測定するが，2 回測定法で802 

は音響隔離面の方向を管軸方向に対し直角と平行に配置して測定する。 803 

なお，接触媒質は線接触での音響結合が可能な限り良好に得られる方法で塗布する必要がある。 804 

 805 

 806 

 807 

 808 

 809 

 810 

 811 

 812 

図 JA.1－音響隔離面と管材管軸方向との関係（一般管材直管部） 813 

 814 

a) 管材の厚さ測定を行う場合，薄い厚さの管材が多いことから始業前点検にて測定下限の確認を行い記815 

録しておくことを推奨する。 816 

b) 管材の外径が小さくなると安定した厚さ測定が困難になる場合がある。このような状況の場合は，探817 

触子の種類などを適切に決定する必要がある。 818 

c) 管材の厚さが薄い場合，（R－B1）方式の測定方法では厚さ測定が困難になる場合がある。この場合は819 

（B1－B2）又は（Bm－Bn）方式によって厚さ測定を行うことを推奨する。さらに，JA.2.2 の A スコー820 

プ表示器付き超音波厚さ計又は超音波探傷器の使用を推奨する。 821 

管軸

平行 直角

探触子

音響隔離面

二振動子垂直探触子 
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JA.2.3 A スコープ表示器付き超音波厚さ計又は超音波探傷器を用いる場合 822 

図 JA.2 に管材内面からの厚さ測定例を示し，図 JA.3 に管材内面からの腐食部の厚さ測定例を示す。 823 

なお，近年では遅延材付き垂直探触子で遅延材の接触面又は振動子寸法のごく小さいもの，周波数が 20 824 

MHz 以上の広帯域垂直探触子などが多く使用されている。 825 

 826 

 827 

 828 

 829 

 830 

 831 

 832 

 833 

 834 

 835 

 836 

 837 

 838 

 839 

 840 

図 JA.2－管材内面からの厚さ測定（遅延材付き広帯域垂直探触子の場合）の例[3] 841 

 842 

 843 

 844 

 845 

 846 

 847 

 848 

 849 

 850 

 851 

 852 

 853 

 854 

 855 

 856 

図 JA.3－管材内面からの腐食部の厚さ測定（遅延材付き広帯域垂直探触子の場合）の例[3] 857 

  858 

厚さ測定対象（試験体） 表示器上の探傷図形

鋼材部

内径(mm)

厚さ(mm)

材質 ステンレス鋼

14.0

0.5，1.0，1.5，2.0

チューブ 走査治具

遅延材 遅延材付き垂直探触子

厚さ：0.5 ，    1.0 ，     1.5 ，      2.0　mm

厚さ表示値；0.5 mm 厚さ表示値；0.9 mm

厚さ表示値；1.5 mm 厚さ表示値；1.9 mm

 

厚さ測定対象（試験体） 表示器上の探傷図形

鋼材部

内径(mm)

厚さ(mm)

材質 ステンレス鋼

14.0

2.3

厚さ表示値；2.3 mm 厚さ表示値；1.3 mm

確認試験による横断面の形状・寸法

A-A：確認試験位置

走査治具

遅延材付き垂直探触子

管板

腐食部

チューブ

(a):健全部
(b):腐食部
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附属書 JB 859 

（参考） 860 

高温試験体の厚さ測定方法 861 

JB.1 一般 862 

この附属書は，超音波パルス反射法によって高温試験体の厚さを測定するときの留意点について記載す863 

るもので，規定の一部ではない。 864 

なお，ここでいう高温とは，測定物（試験体）の測定面の温度が 50 ℃を超えるものをいう。 865 

JB.2 高温試験体の厚さ測定における注意点 866 

高温試験体の厚さ測定を行う場合，高温に耐えられる遅延材などを介して超音波を伝搬するのが一般的867 

な方法である。この遅延材の種類によっては試験体の測定面の温度が 300 ℃～500 ℃まで耐えられるもの868 

もある。 869 

a) 接触媒質は，高温専用のものを使用する必要がある。 870 

b) 試験体の温度が高温になっているときは，音速も常温のときと比べて変化している。図 JB.1 に鋼材の871 

温度による音速変化の一例を示す。音速は温度が高くなると遅くなるため，厚さ測定での表示値に対872 

して音速の違いを補正する必要があることから，各測定点での厚さ測定時には測定面の温度測定を併873 

せて行っておくことを推奨する。しかし，ここで測定している温度は，測定物の測定面温度であり，874 

内部の温度は測定できない。内部の温度が測定面の温度と同じとは限らないが，実際には内部の温度875 

は測定できないので，測定結果には温度差分の誤差が含まれていることは承知しておく必要がある。 876 

c) 高温試験体の厚さ測定を行う場合，使用する垂直探触子によって適用温度範囲，高温試験体への接触877 

時間，探触子の冷却方法，冷却時間などが供給者から指定又は推奨されている場合があることから探878 

触子の取扱いには十分に注意が必要である。 879 

 880 

 

図 JB.1－鋼材の温度による縦波音速の変化の測定例[4] 881 

 882 

d) 音速は，多くの金属及びプラスチックでは温度が上がると減少するが，ガラス及びセラミックスでは883 

増加する場合がある。温度変化が金属の音速へ与える影響は，通常は無視できるほど小さい。鋼の場884 

合，縦波の音速はおよそ 0.8 m/s/℃の割合で減少する。くさびとして一般的に使われるアクリル樹脂の885 

音速は，2.5 m/s/℃の割合で減少する。そのため，温度変化がくさびの音速に与える影響は大きく，補886 

正が必要な場合もある。 887 

  888 



- 32 - 

Z 2355-1：0000  

- 32 - 

 

附属書 JC 889 

（参考） 890 

コーティング上からの厚さ測定方 891 

 892 

JC.1 一般 893 

この附属書は，超音波パルス反射法によって，測定面にコーティングが施された試験体の厚さを測定す894 

る場合の留意点などについて記載するもので，規定の一部ではない。コーティングには，樹脂系，金属系，895 

ゴム系，ガラス系など様々な材料が用いられている。 896 

JC.2 コーティング上からの厚さ測定 897 

厚さ測定器は，5.1.2，垂直探触子は 5.1.3 から選定する。 898 

なお，探触子の選定には測定を行う試験体の予想される厚さ，腐食の種類及び程度，使用されているコ899 

ーティング材料などを考慮し，探触子の種類，周波数，振動子寸法，接触面の寸法，遅延材の要否などを900 

決定する。 901 

また，決定に際しては模擬試験片を作成し，厚さ測定器と探触子との組合せによって確認試験を行うこ902 

とを推奨する。 903 

JC.2.1 数値表示超音波厚さ計を用いる場合 904 

コーティング上からの厚さ測定には，（B1－B2）又は（Bm－Bn）方式が適用できる。また，コーティング905 

材と試験体との境界面エコーを明瞭に分離できる場合は，（I－B1）方式も適用できる。 906 

（R－B1）方式及びコーティング面からの表面エコーを用いた（S－B1）方式の場合は，図 JC.1 に示さ907 

れるように表示値にコーティングの影響が含まれる。コーティングの音速 Cc 及び厚さ Tc が分かれば，次908 

の式(JC.1)によってコーティング厚さを減じて試験体の厚さを算出することができる。 909 

 910 

T＝Dm－(Tc×C/Cc)  ··························································· (JC.1) 

 911 
ここで， T： 試験体の厚さ（m） 

 Dm： 表示値（m） 

 Tc： コーティングの厚さ（m） 

 Cc： コーティングの音速（m/s） 

 C： 試験体の音速（m/s） 

 912 

 913 

 914 

 915 

 916 

 917 

 918 

図 JC.1－コーティングの通過による伝搬経路の増加 919 

 

コーティングによる
伝搬経路の増加

試験体

超音波の経路超音波の経路

試験体

垂直探触子

垂直探触子
コーティング
（塗料，クラッド材，めっき等）

a)　コーティングが無い場合 b)　コーティングがある場合
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（R－B1）方式，（S－B1）方式におけるコーティングの影響は次のとおりである。 920 

なお，コーティング材料が次の場合は，期待どおりの測定が難しいこともある。 921 

 ・試験体と同じような音響的な性質の材料 ⇒ 境界面エコーが得にくいことがある。 922 

 ・厚さが試験体に比べて十分に薄くない場合 ⇒ エコーが重複することがある。 923 

 924 

a) 金属コーティング 張り合わせされている材料は，クラッド材（構造，組成，厚さ，クラッド加工法，925 

層の数など）を考慮しないと，材料厚さの見掛けの増加（又は熱処理材の場合には見掛けの減少さえ926 

も）が起こり得る。 927 

めっき試験体についてめっき厚さを考慮するかどうかは要求される測定精度による。 928 

   例えば，鋼用に調整した装置では， 929 

－鋼  T＝1 mm，C＝5 920 m/s 930 

－亜鉛（めっき） Tc＝20 μm，Cc＝4 100 m/s 931 

－実際の厚さ 1 mm＋20 μm＝1.02 mm 932 

 933 

( ) ( )
s7

63

738.1
1004

1020

9205

101 −
−−

=


+


 

 ················································ (JC.2) 

1.738－7×5 920＝1.029 mm  ·················································· (JC.3) 

－測定厚さ  Dm＝1.029 mm 934 

－偏差  0.009 mm 935 

また，クラッド厚さも測定可能である。測定精度は母材の厚さ測定時と同じパラメータに依存する。 936 

b) 非金属コーティング コーティング上から厚さを測定する場合の測定誤差は，コーティング材と試験937 

体の音速の差による（図 JC.1 参照）。 938 

  －鋼  T＝1 mm，C＝5 920 m/s 939 

－塗料（コーティング）Tc＝100 μm，Cc＝2 100 m/s（これは一般的な数値で代表値ではない。） 940 

－実際の厚さ 1 mm＋100 μm＝1.1 mm 941 

(1 × 10−3)

5 920
+

(100 × 10−6)

2 100
= 2.165⬚

−7𝑠  ································· (JC.4) 

2.165－7×5 920＝1.282 mm  ···················································· (JC.5) 

－測定厚さ  Dm＝1.282 mm 942 

－偏差  0.182 mm 943 

JC.2.2 コーティング上からの厚さ測定における留意点 944 

コーティング上からの厚さ測定を行う場合，次の状況が考えられることから c)の処置を推奨する。 945 

a) 超音波減衰及び腐食の有無 コーティング上からの厚さ測定で留意しなければならない点は，そのコ946 

ーティング内での超音波の減衰とコーティングの厚さである。また，試験体の測定面側及び反射面に947 

おける腐食発生の有無及び程度である。これらに起因し，試験体の厚さを表示しない，又は測定値が948 

安定しない場合がある。 949 

b) 腐食がある場合 反射面側に腐食がある場合，エコーB1，Bnともエコー高さが低下し，厚さ測定器の950 
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しきい値をエコー高さが超えないために，厚さ測定が困難になる。 951 

c) 処置方法 a)，b)などの状況となった場合は，JC.2.3 の A スコープ表示器付き超音波厚さ計又は超音952 

波探傷器を用い，A スコープ表示からのエコーを観察し，適切なエコー高さ，測定条件に厚さ測定器953 

を調整し，厚さを測定する。 954 

JC.2.3 表示器付き超音波厚さ計又は超音波探傷器を用いる場合 955 

図 JC.2 にコーティング上（例：塗膜）からの腐食をもつ鋼板の厚さ測定例を示し，図 JC.3 にゴム材で956 

コーティングされた鋼板の厚さ測定例を示す。 957 

 958 

 959 

 960 

 961 

 962 

 963 

 964 

 965 

 966 

 967 

 968 

 969 

 970 

 971 

図 JC.2－塗装鋼板の塗膜上からの鋼材部の厚さ測定の例[5] 972 

 973 

 974 

 975 

 976 

 977 

 978 

 979 

 980 

 981 

 982 

 983 

 984 

 985 

 986 

図 JC.3－ゴムライニング材の鋼材部の厚さ測定の例[5] 987 

厚さ測定対象（試験体） 表示器上の探傷図形

鋼材部
厚さ(mm)

材質 軟鋼

タールエポキシ系

6.0

厚さ表示値；4.6 mm 厚さ表示値；4.8 mm
遅延材付き垂直探触子

鋼材部 腐食あり

塗装部
(コーティング)

種類

厚さ(μm) 500

厚さ表示値；　－　mm 厚さ表示値；4.5 mm

塗装面
遅延材

境界面
感度を増幅する

厚さ測定対象（試験体） 表示器上の探傷図形

鋼材部

材質

厚さ(mm)

材質 ステンレス鋼

5.7

垂直探触子

厚さ表示値；5.6 mm

合わせ材
厚さ(mm) 6.0

ゴム

合わせ材

境界面鋼材部

エ
コ
ー
高
さ 

ｈ
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附属書 JD 988 

（参考） 989 

日常点検記録例 990 

JD.1 一般 991 

日常点検は，JIS Z 2355-2 の箇条 11［試験区分 3（日常点検）］による。 992 

JD.2 日常点検 993 

日常点検は，厚さ測定作業における測定装置の健全性の確認及び厚さ測定結果の品質保証のために試験994 

技術者が行う，始業前点検及び測定作業前後，途中に実施される点検である。 995 

これらは以下による。 996 

a) 始業前点検 厚さ測定作業前に行うもので，目視点検及び測定誤差の確認を行う。また，必要に応じ997 

て測定下限の確認，調整値の確認及びデータ保存の確認を行う。 998 

b) 測定作業前後，途中の点検 目視点検と調整値の確認を行う。 999 

JD.3 日常点検記録 1000 

表 JD.1 は，“始業前点検及び日常点検記録表”様式の一例である。 1001 

 1002 

 1003 

1004 
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表 JD.1－日常点検記録表の様式例 1005 

超音波厚さ測定装置 日常点検記録表 1006 

承 認 

 

 

【使用装置及び点検者】 1007 

点検者名 資格種別 資格番号 測定対象物の材料，設計板厚(mm) 

 

 
  材料：     ，板厚：       

超音波厚さ 

測定装置 

管理番号 形式 製造番号 製造業者名 定期点検有効期限 

 

 
    

垂直探触子 

形式 製造番号 種別 周波数 振動子寸法 

  
一振動子 

二振動子 
MHz mm 

【始業前点検：目視点検結果】 1008 

区分 点検項目 点検基準及び試験基準 合否判定 

厚さ測定 

装置 

外観 接触媒質などの付着及び損傷のないこと。 合・否 

ねじ締付部 ねじ類の脱落及び締付部にがたのないこと。 合・否 

コネクター部 接触媒質などの付着及び緩みのないこと。 合・否 

探触子 

外観 変形及び損傷がないこと。 合・否 

接触面 接触面が平滑で損傷のないこと。 合・否 

コネクター部 接触媒質などの付着及び緩みのないこと。 合・否 

ケーブル 
外観 被覆などに損傷がなく使用時に異常が予想されないこと。 合・否 

コネクター部 接触媒質などの付着及び緩みのないこと。 合・否 

 ※異常が認められた場合は，別途定める様式により報告する。 1009 

【始業前点検：性能測定結果】 1010 

 接触媒質：           ，温度：      ℃ 1011 

1．測定誤差の測定（測定方法：JIS Z 2355-2）  試験片形式：       管理番号： 1012 

試験片厚さ（mm） 表示値（mm） 測定値 

M 

（mm） 

誤差 

｜T－M｜ 

（mm） 

調整値の確認 

公称 

厚さ 

機械的寸法 

T 
1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 測定前 測定後 

           

           

         
 

         

音速設定値：      m/s 測定誤差(誤差の最大値）     mm 

2．測定下限の測定（測定方法：JIS Z 2355-2）  試験片形式：       管理番号： 1013 

試験片厚さ（mm）       調整値の確認 

測定値  （mm）       測定前 測定後 

測定下限値（mm） mm 
  

  

 測定下限の測定は必要に応じて実施する。 1014 

【調整値の確認】 1015 

時間 測定前 ： ： ： ： ： ： ： 測定後 

試験片厚さ 

（mm） 

          

          

 1016 

【点検日時】    年   月   日 ，    時   分 
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____________________________________________________________________________________________ 1017 

参考文献 [1] 日本非破壊検査協会編 超音波厚さ測定 I（2009 年版）p.56 1018 

参考文献 [2] （一社）日本非破壊検査協会編 超音波厚さ測定 I（2021 年版）p.37，p.44 1019 

参考文献 [3] （一社）日本非破壊検査協会編 超音波厚さ測定 I（2001 年版）p.74 1020 

参考文献 [4] （一社）日本非破壊検査協会編 超音波厚さ測定 I（2021 年版）p.50 1021 

参考文献 [5] （一社）日本非破壊検査協会編 超音波厚さ測定 I（2001 年版）p.75 1022 
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附属書 JE 1023 

（参考） 1024 

JIS と対応国際規格との対比表 1025 

 1026 

JIS Z 2355-1:xxxx 非破壊試験－超

音波厚さ測定－第 1 部：測定方法 

ISO 16809:2025 Non-destructive testing－Ultrasonic thickness determination（MOD） 

 

a) JIS の箇

条番号 

b) 対応国際

規格の対

応する箇

条番号 

c) 箇条ご

との評

価 

d) JIS と対応国際規格との技術的差異の

内容及び理由 

e) JIS と対応国際規格

との技術的差異に対

する今後の対策 

1 適用範囲 1 一致 JIS では保守検査又は製品検査と規定，ISO

では直接接触法と水浸法と明示している

が，いずれも本文内部では同様である。 

－ 

2 引用規格 2 変更 ISO では対応する国際規格（ISO 5577, ISO 

16831, ISO 22232-1, ISO 22232-2）が引用さ

れているが，JIS では国内規格（JIS B 0601, 

JIS G 0431, JIS Z 2300, JIS Z 2305, JIS Z 

2353, JIS Z 2355-2）を引用している。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

3 用語及び

定義 

3 変更 JIS では JIS Z 2300 を引用するほか，厚さ

測定に関して国内で用いられているいくつ

かの用語の具体的な説明を追加した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

4 測定方式 4 一致 － － 

5 測定装置 

5.1.1 一般 

  

追加 

JIS では厚さ測定器（厚さ計及び超音波探傷

器）と探触子との組合せとして測定装置を

規定した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

5.1.2 厚さ測

定器 

5.1 変更 ISO では ISO 22232-1 または ISO 22232-2

の用件を満足するものと規定されている。 

ISO 22232-1，ISO 22232-

2 に対応した JIS が制定

後に見直しを行う 

5.1.3 探触子 5.2 変更 ISO では ISO 22232-2 の用件を満足するも

のと規定されている。 

ISO 22232-2 に対応した

JIS が制定後に見直しを

行う 

5.2 接 触 媒

質 

5.3 変更 JIS では表面粗さ 25 μmRz 以上でグリセリ

ン系の接触媒質を使用することを規定し

た。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

5.3 調整用試

験片 

5.4 変更 JIS では，測定面と反射面とが平行なものが

望ましいと規定。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

5.4 試験体 5.5 一致 －  

5.5 試 験 技

術者 

5.6 変更 JIS では JIS G 0431 又は JIS Z 2305 に規定

する超音波厚さ測定レベル 1（UM1）の資格

者又はこれと同等の有資格者としている。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

6.1 表 面 状

態及び測定

面の処理 

6.1 変更 ISO では腐食面の測定において探触子径の

2 倍の領域内で研磨することを規定してい

るが， JIS では表面の研磨は規定せず前処

理の方法を受渡当事者間で協議すると規定

した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

6.2.1 一般 6.2.1 変更 旧 JIS（JIS Z 2355:1994, 2005）の頃から国

内で一般的に適用されている測定の手順を

鑑み，JIS では「測定点の選定」や「測定方

法の選定」を規定した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 
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6.2.2 製品検

査における

厚さの測定 

6.2.2 追加 ISO ではフローチャート（参考）を用いて機

器選定の指針を示している。JIS では測定す

る厚さ範囲に対して測定装置の測定範囲が

適切なものを選定することを規定した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う 

6.2.3 保守検

査における

残存厚さの

測定 

6.2.3 変更 旧 JIS（JIS Z 2355:1994, 2005）の頃から国

内で一般的に適用されている測定の手順を

鑑み，表示値の扱い方，異常の定義と異常時

の対応に関して規定を入れている。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う 

6.2.3.3 腐食

部の厚さ測

定における

留意点 

－ 追加 腐食部位が多い保守検査においては表示値

が安定しない場合があり，JIS では処置方法

を規定した。また，波形からの厚さの読み取

り方法について説明図を追加した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う 

6.2.3.4 管材

の厚さ測定 

－ 追加 保守検査においては配管の測定が行われる

ことが多いことを鑑み，管材の測定におけ

る留意点を附属書 JA に記載した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う 

6.3 探 触 子

の選定 

6.3 

追加 

 

減衰材料の測定において，ISO では広帯域

探触子を推奨しているが，JIS では低い周波

数の探触子も追加した。また，振動子寸法，

周波数の選定の考え方を追加した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う 

6.4 厚 さ 測

定器の選定 

6.4 変更 ISO では測定方式に応じて使用する厚さ計

が対応付けされているが， JIS ではその部

分は削除した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う 

6.5 調 整 用

試験片とは

異なる材料 

6.5.2 変更 JIS では音速による表示値の補正を行えば，

他の試験片を用いてもよいことを明記し

た。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う 

6.6.1 一般 6.5.1 一致 標準試験片と対比試験片を調整用試験片と

読み替えた。 

－ 

6.6.2 低温で

の厚さ測定 

6.5.3 変更 低温の範囲を ISO では－20 ℃未満と規定

しているが，JIS では 0 ℃未満と規定した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

6.6.3 高温で

の厚さ測定 

6.5.3 

 

変更 高温の範囲を ISO では 60 ℃を超える範囲

と規定しているが，JIS では 50 ℃を超える

温度の範囲と規定し，さらに探傷後の探触

子の処置についても追記した。 

ISO で探傷図形（A スコープ）を使用する

場合，フリーズモードがあると測定に便利

と記述されているが，削除した。 

附属書 JB に高温試験体の厚さ測定におけ

る留意点を参考として示した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

6.6.4 有害な

雰囲気 

 

6.5.4 一致  － 

6.6.5 コーテ

ィング上か

らの厚さ測

定 

 追加 ISO には記載がなく，JIS はこの節を設け，

（B1～B2）又は（Bm-Bn）方式や I-B1方式を

適用することを記載した。 

附属書 JC にコーティング上からの測定に

おける留意点を記載した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

7.1 一般 7.1 削除（移動） 

追加 

ISO 7.1 項に記載の測定原理について JIS で

は 4 測定方式に記載している。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行
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手順に JIS Z 2355-2 を含めた。 わない。 

7.2.1 一般 7.2.1 変更 ISO では附属書 B，JIS では附属書 C を参

照している。 

－ 

7.2.2 超音波

厚さ計 

7.2.2 追加 

変更 

JIS では測定方式毎に調整方法を記載をし

た。 

JIS は調整後の確認を追加した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

7.2.3 超音波

探傷器 

7.2.3 変更 ISO では時間軸設定(音速設定)については

ISO 16811 を参照となっている。JIS は一振

動垂直探触子と二振動子垂直探触子それぞ

れの調整方法を記載した。 

ゼロ点の調整について JIS には透過方式の

記載がない。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

7.3 調 整 値

の確認 

7.3 追加 測定開始時について，ISO では入っていな

いが JIS では含めた。また，時間間隔につ

いては，JIS では設定が無い場合は 1 時間間

隔での確認を推奨とした。さらに JIS では，

許容値を超えている場合の措置について規

定した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

7.4 測 定 装

置の保守及

び点検 

 追加 ISO にはないが，重要な項目のため JIS で

は規定した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

8.1.1 測定面

の状態 

8.1.1 変更 

追加 

付着した汚れとスケールについて，ISO で

は測定前のブラシ掛けによって除去とある

が，JIS では「適切な方法によって」として

具体的な手法についは規定していない。さ

らに表面・裏面が粗い場合，平滑でない測定

面の場合に，A スコープ表示によって対処

する旨を規定した。 

ISO の Irregular surfce を凹凸面と訳した。

ISO では接触媒質の厚みが測定値に与える

誤差についてのみ説明をしているが，JIS で

は適切な条件選択を加えた。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

8.1.2 測定面

の温度 

8.1.2 追加 JIS では安全に対する計画を行うことを追

加した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

8.1.3 コーテ

ィング 

8.1.3 変更 ISO では金属コーティングと非金属コーテ

ィングを 8.1.3 および 8.1.4 で分けているが，

JIS では 8.1.3 に纏め，具体的な内容は附属

書 JC で参考として記載した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

8.1.4 形状 8.1.5 変更 

 

平行度に関して，ISO では±10°以内と規

定されているが，JIS では平行であることが

望ましいと規定した。 

曲面材の場合，振動寸法の小さい探触子を

用いると伝達効率が良くなることを追加し

た。 

ISO では音響隔離面について記載がある

が，管材の厚さ測定について附属書 JA で参

考として記載した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

8.1.5 材料音

速の不均一 

8.1.6 一致  － 
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8.2.1 表示分

解能 

8.2.1 追加 厚さ測定時の分解能は厚さ測定器と探触子

の組合せによって決定されることを JIS で

は追加した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

8.2.2 測定可

能な範囲 

8.2.2 追加 

削除 

JIS では測定範囲は模擬試験片を作製し，使

用する測定装置によって確認試験を行うこ

とを推奨することを追加した。 

ISO では目安として 1 波長未満を測定でき

ないとされている部分は JISでは削除した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

8.3 厚 さ 測

定に影響す

るパラメー

タ 

8.3. 一致 ISO では附属書 C に記載 

JIS では付属書 D に記載 

－ 

9.1 一般 9.1 変更 ISO では材料の音波特性が測定方式の選択

に影響するとしているのに対し，JIS では測

定値に影響する，とした。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

9.2 不 均 一

性 

9.2 一致 － － 

9.3 音 響 異

方性 

9.3 一致 － － 

9.4 超 音 波

の減衰 

9.4 変更 鋳物での減衰原因に対し ISO では吸収と散

乱を挙げているが，散乱が主要因であるこ

とから，JIS では散乱のみとした。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

9.5 測定面の

状態 

9.5 一致 － － 

9.5.1 一般 9.5.1 一致 － － 

9.5.2 接触面 9.5.2 追加 JIS ではコーティング材と母材との間に隙

間が生じている場合はコーティングを剝離

する必要があることを追加した。また，凹凸

の影響については，測定面の研磨により測

定できる可能性があるが，残存厚さの少な

い部分を更に削ることになるので実施には

注意を要する旨を追記した。 

また，接触媒質層の各測定方式への影響に

ついて図を追加して示した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

9.5.3 反射面 9.5.3 一致 － － 

9.5.4 腐食 9.5.4 変更 JIS では腐食の種類を考慮して測定方法（測

定範囲，位置，時期など）を決定する必要が

あると規定した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

10.1 一般 10.1 一致 － － 

10.2 一般情

報 

10.2 削除 ISO には含まれている「作業者の署名」は

JIS では省いた。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

10.3 測定デ

ータ 

10.3 追加 ISO では測定データとして記録されるべき

項目を列挙しているが，JIS では「必要に応

じ」として例を挙げるにとどめ，受渡当事者

間での取り決めを追加した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

 附属書 A(参

照 )容器と配

管の腐食 

削除 JIS では 6.2.3, 6.6.5 に規定しているため削

除した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

附属書 A（参 附属書 D 変更 選定の参考となるフローチャートを JIS で 対応国際規格の見直しの
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考）測定条件

の選定 

は 2 つに整理するとともに 

実情に合わせて具体的にした。また，孔状腐

食の場合の分岐を追加した。 

際，改訂提案を行う。 

附属書 B（参

考）鋼の腐食 

附属書 A(参

照 )容器と配

管の腐食－表

A.1 

追加 JIS では，針状に進行する局部腐食の説明図

を追加した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

附属書 C（参

考）厚さ測定

器の調整 

附属書 B（参

照）装置の設

定 

変更 ISO では表で示されているが，JIS では実情

を鑑みた調整の留意点を文章で記載した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

附属書 D（参

考）厚さ測定

に影響のあ

るパラメー

タ 

附属書 C（参

照）精度に影

響のあるパラ

メーター 

変更 ISO に記されている表に対し，JIS で用いら

れている用語への変更，追記などを行った。

また，V パス補正については使用されてい

ないため削除した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

附 属 書 JA

（参考）管材

の厚さ測定

方法 

 追加 JIS では管材の厚さ測定における留意点を

追加している。旧 JIS（JIS Z 2355-1:2016）

の内容を見直した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

附 属 書 JB

（参考）高温

試験体の厚

さ測定方法 

 追加 JIS では高温試験体の厚さ測定における留

意点を追加している。旧 JIS（JIS Z 2355-

1:2016）の内容を見直した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

附 属 書 JC

（参考）コー

ティング上

からの厚さ

測定方法 

 追加 JIS ではコーティング上からの厚さ測定に

おける留意点を追加している。旧 JIS（JIS 

Z 2355-1:2016）の内容を見直した。 

対応国際規格の見直しの

際，改訂提案を行う。 

附 属 書 JD

（参考）点検

記録例 

 追加 JIS では点検記録例を追加している。旧 JIS

（JIS Z 2355-1:2016）の内容を見直した。 

我が国の事情のため，対

応国際規格への提案は行

わない。 

注記 1 箇条ごとの評価欄の用語の意味を，次に示す。 

－ 一致：技術的差異がない。 

－ 削除：対応国際規格の規定項目又は規定内容を削除している。 

－ 追加：対応国際規格にない規定項目又は規定内容を追加している。 

－ 変更：対応国際規格の規定内容又は構成を変更している。 

－ 選択：対応国際規格の規定内容とは異なる規定内容を追加し，それらのいずれかを選択するとしてい

る。 

－ 同等でない：技術的差異があり，かつ，それが明確に識別されていないか又は説明されていない。 

注記 2 JIS と対応国際規格との対応の程度の全体評価の記号の意味を，次に示す。 

－ MOD：対応国際規格を修正している。 

－ NEQ：IDT 及び MOD に相当していない。 

 1027 
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JIS Z 2355-1：0000 1028 

 (ISO 16809：2025) 1029 

非破壊試験－超音波厚さ測定－第 1部：測定方法 1030 

解 説 1031 

 1032 

この解説は，規格に規定・記載した事柄を説明するもので，規格の一部ではない。 1033 

この解説は，日本規格協会が編集・発行するものであり，これに関する問合せ先は日本規格協会である。 1034 

1 制定時の趣旨及び今回の改正までの経緯 1035 

超音波厚さ計に関する規格は，1987 年に JIS Z 2355 として制定された後，1994 年，2005 年に改正され，1036 

さらに関連する ISO 規格への整合を目的に旧 JIS Z 2355 は廃止され，2016 年に JIS Z 2355-1（以下，旧規1037 

格という）として制定された。今回，現状の超音波厚さ測定技術を反映するとともに記載されている規定1038 

などの理解を促す文章への変更などを目的に JIS Z 2355-1 を改正することに至った。 1039 

2022 年に一般社団法人日本非破壊検査協会に JIS 原案作成準備 WG を設置し，旧規格をベースとして検1040 

討作業を行い，改正原案の素案をまず作成した。 1041 

その後，2025 年から，一般社団法人日本非破壊検査協会内に JIS 改正原案作成委員会を組織し，この改1042 

正原案の素案を基に今回の JIS 改正原案を作成した。 1043 

2 今回の改正の趣旨 1044 

超音波厚さ測定に関する規格は，JIS Z 2355 として 1987 年に制定され，1994 年, 2005 年の改正を重ねた1045 

が，2012 年に超音波厚さ計の性能規定に関する ISO 16809 が発行されたため，それを踏まえて 2016 年に1046 

全面見直しが行われ，JIS Z 2355-1 として制定されている。その後 5 年が経過し，この間に寄せられた質1047 

問などから，誤記の部分及び分かりにくい部分があることが判明してきており，それらの修正が必要とな1048 

っていたことから今回改正するに至った。ISO 16809 については 2025 年に改訂されており，JIS 改正原案1049 

作成委員会ではその内容の確認も行い，必要な見直しを行った。 1050 

3 審議中に特に問題となった事項 1051 

今回のこの規格の改正審議において問題となった主な事項及び審議結果は，次のとおりである。 1052 

a) 種々の測定方式あるいは測定面などの状況による使用可能な垂直探触子について近年の情勢を加味し1053 

た。旧規格での超音波厚さ測定の原理を説明する垂直探触子として二振動子垂直探触子を用いていた1054 

が，一振動子垂直探触子を用いた原理図とした。 1055 

b) 試験技術者（5.5）についての問い合わせが多かったことからこの規格では資格を明確にし，その役割1056 

の理解を促すためこの解説にて補足することとした。 1057 

c) 測定条件の選定（附属書 A）についてその考え方を近年の情勢を加味して再構成した。対応国際規格1058 

の附属書 D の内容は厚さ測定における測定条件の選定に参考になるため，この規格においても含める1059 

こととし，我が国にて一般に適用されている範囲となるように見直しを行った。 1060 
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d) ISO16809:2025 では measurement が determination に変更されたが，JIS Z 2355-1では表示値から測定値1061 

を決定するという概念が入っているため，測定方法の表記は変更しないこととした。 1062 

4 主な改正点 1063 

4.1 本体 1064 

4.1.1 適用範囲（箇条 1） 1065 

この規格では，金属材料及び非金属材料の保守検査及び製品検査における厚さ測定方法を対象とし，更1066 

に対応国際規格が述べている超音波厚さ測定における原理的な記述を入れ込むことで，種々の超音波厚さ1067 

測定へ適用できるようにした。適用対象は金属材料に限らず非金属材料も含まれ，組成が均一で超音波が1068 

伝搬しやすい固体材料を想定している。また，対応国際規格では直接接触法を対象としているが，この規1069 

格では特にその限定はせず，製品の自動厚さ測定で広く用いられている水浸法でも適用できるようにした。 1070 

4.1.2 用語及び定義（箇条 3） 1071 

JIS Z 2355-2 と整合をとるため JIS Z 2355-1 においても定義することとし明確にした。 1072 

旧規格から追加した用語は，元厚（3.1），減厚値（3.2），（厚さ測定の）測定可能範囲（3.6），調整用試験1073 

片（3.7），調整値（3.8），表示分解能（3.9），測定誤差（3.10）である。 1074 

4.1.3 測定方式（箇条 4） 1075 

旧規格での超音波厚さ測定の原理を説明する垂直探触子として二振動子垂直探触子を用いていたが，一1076 

振動子垂直探触子を用いた原理図とした。 1077 

表 1－測定方式の区分においては，近年の厚さ測定の実施状況を考慮して次のように追記，修正を行っ1078 

た。 1079 

・ 方式 1 使用する探触子例に一振動子垂直探触子を追記した。 1080 

・ 方式 2 ①-3 水浸探触子を用いる場合として，（水浸法による場合）を追記し，用途を明確にした。1081 

また，A スコープ表示の例について使用探触子を明記した。 1082 

①（S－B1）方式と区分するために，②（I－B1）方式を追加し，A スコープ表示の例では一振動子1083 

垂直探触子，遅延材付き一振動子垂直探触子の場合を明記した。 1084 

・ 方式 3 使用する探触子例に①（B1－B2）方式では，遅延材付き一振動子垂直探触子を，②（Bm－1085 

Bn）方式では，二振動子垂直探触子，遅延材付き一振動子垂直探触子を追記した。また，A スコー1086 

プ表示の例では二振動子垂直探触子，遅延材付き一振動子垂直探触子，水浸探触子の場合を追記し1087 

た。 1088 

・ 方式 4 対応国際規格の方式 4 である。方式 4 の“透過方式”は，規格で追加した方式で，コンク1089 

リート床板又は複合材の厚さ測定での適用例が出てきていることから含めている。なお，旧規格で1090 

は透過方式の記号は（R－T1）であったが検討した結果，JIS Z 2353:2021 に合わせてこの規格では1091 

（R－U）方式と定義した。また，A スコープ表示も改正した。 1092 

4.1.4 一般的要求事項（箇条 5） 1093 

一般的要求事項は，次のとおりである。 1094 

a) 一般に普及している超音波厚さ計は専用の探触子と組み合わせて用いられることが多いため，この規1095 

格では測定装置を厚さ測定器と探触子との両方を含むものとして位置付け，測定装置（5.1）に規定し1096 
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ている。 1097 

b) 厚さ測定器（5.1.2） 数値表示超音波厚さ計，A スコープ表示器付き超音波厚さ計，超音波探傷器の1098 

3 種類として対応国際規格と同じ内容としている。 1099 

なお，JIS Z 2355:2005 で記載があった特定機能厚さ計については，いずれも上記の厚さ測定器に含1100 

まれているため削除されている。したがって，一般的に使用されている超音波パルス反射式の厚さ計の1101 

みならず電磁超音波厚さ計なども含まれている。 1102 

c) 探触子（5.1.3） 対応国際規格の記載に合わせているが，この規格では，遅延材付き一振動子垂直探1103 

触子と水浸探触子を追加し，これらの探触子が多く使用されているとの記載にした。 1104 

d) 接触媒質（5.2） 対応国際規格には表面粗さに応じた規定がないため旧規格を踏襲して表面粗さに応1105 

じた種類を規定している。 1106 

e) 調整用試験片（5.3） 測定装置の調整に用いる厚さを，測定対象を代表する 1 点の厚さ又は複数の厚1107 

さの調整用試験片としている。この厚さとは，例えば，厚さ測定を行う試験体の設計板厚をいう，又1108 

はその前後の厚さをいう。さらに，調整用試験片の音速と試験体の音速がほぼ等しいものとは，それ1109 

ぞれの音速の差が±0.5 ％以内が目安である。 1110 

f) 試験体（5.4） 対応国際規格の内容としている。測定面の付着物あるいはコーティングに関する説明1111 

は 8.1.1 又は 9.5.2 と重複するが，試験体に必要な規定としてここに残している。 1112 

g) 試験技術者（5.5） 対応国際規格の記載にも対応している。名称は他の JIS に合わせて“試験技術者”1113 

としている。試験技術者の要件については，“JIS G 0431 又は JIS Z 2305 に規定する超音波探傷試験1114 

の資格者（UT1，UT2，UT3），限定 NDT 方法のうち超音波厚さ測定の資格者（UM1）又はこれと同等1115 

の有資格者とする”として明確化している。 1116 

JIS Z 2305 では超音波厚さ測定と結果の分類が可能な試験技術者としてレベル 1（UM1，UT1）の1117 

資格とレベル 1 の実施可能な業務に加えて，計画，文章の作成（NDT 手順書，指示書の作成），測定1118 

作業の管理・監督，測定結果の解釈が可能なレベル 2（UT2），レベル 3（UT3）の資格がある。また，1119 

JIS Z 2305 にはレベル 1 試験技術者の役割として次の記載がある。 1120 

・ NDT 装置を調整する。 1121 

・ NDT を実施する。 1122 

・ 記載された基準に従って NDT 結果を記録し，分類する。 1123 

・ 結果を報告する。 1124 

4.1.5 超音波厚さ測定の適用（箇条 6） 1125 

超音波厚さ測定の適用については，次のとおりである。 1126 

a) 測定面の状態と処理（6.1） 測定面の粗さが 100 μmRzを超えると超音波の伝達性が悪くなり測定で1127 

きない又は接触媒質の厚さの影響で誤差が増えるといった問題がある。残存厚さが十分に残っており1128 

表面仕上げによる減肉が許容される場合は，受渡当事者間で協議を行った上で，表面を仕上げて測定1129 

することは妨げない。 1130 

b) 一般（6.2.1） 対応国際規格が厚さ測定の解説的な記載となっていることに対し，JIS Z 2355:2005 に1131 

規定されていた測定方法の選定を取り入れている。JIS Z 2355:2005 及び JIS Z 2355-1:2016 で明確でな1132 

い部分及び受渡当事者間で決めるべき内容に関してはこの規格では区分されている測定方法について1133 

次のように修正し，明確にした。 1134 

1) 二振動子垂直探触子を用いる場合の音響隔離面の方向について明確にした。 1135 

2) 多点測定法の指示がない場合の測定範囲の拡大の範囲については，受渡当事者間で選定するとし，1136 

従来の測定する範囲の直径 30 mm 円内への拡大は参考としてとどめている。 1137 
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3) 精密測定法の測定する範囲と測定間隔についても受渡当事者間で選定するものとしている。なお，1138 

精密測定法によって厚さ測定を行う範囲と測定間隔については，明確な判断基準がない場合は，旧1139 

規格にある測定点を中心とした 50 mm 四角の範囲を 10 mm 間隔で測定する方法を用いてもよい。1140 

また，旧規格では連続測定法で“直接接触法でない場合”は“指定された測定間隔”を規定してい1141 

たが，近年は連続的に探触子を移動しながら測定できる測定装置もあるため，“直接接触法でない場1142 

合”の規定は削除することにした。 1143 

表 3 の各測定方法の使い分けについて，これも受渡当事者間で選定することが適切であるため，1144 

本体の規定として含めていないが，腐食の状況に応じてそれぞれ次のような状況を参考とするとよ1145 

い。 1146 

－ 1 回測定法：全く腐食が見られない場合又は腐食の程度が小さい試験体に適用する。 1147 

－ 2 回測定法：腐食が認められ，その程度が大きい試験体では，1 回測定法よりも 2 回測定法の適1148 

用が望ましい。 1149 

－ 連続測定法：測定断面の厚さ変化から裏面の状況を推測したり，監視部位の経年の減厚変動を1150 

監視する場合などに適用する。 1151 

－ 多点測定法：局部減肉又は減厚部で厚さの最小点を求めたい場合に適用する。 1152 

－ 精密測定法：腐食が著しい場合などに減厚の分布を把握・可視化したい場合に適用する。近年1153 

では，半自動化あるいは自動化によって 1 mm～2 mm間隔で測定値を得て，マッピング図の作1154 

成に用いられている。 1155 

c) 製品検査における厚さの測定（6.2.2） 旧規格では，対応国際規格の記載に基づいて規定している。1156 

しかし，選定した二振動子垂直探触子個々の交軸範囲及び交軸距離を厚さ測定装置の使用者が求める1157 

ことは困難であり，また，集束垂直探触子を用いる場合の測定する厚さに対する集束範囲が適切なも1158 

のかの判別も超音波探傷器を用いての確認が必要であることから，この規格では，測定する厚さ範囲1159 

に対して測定装置の測定可能範囲が適切なものを選定することとして規定した。これによって供給者1160 

が開示している測定装置（厚さ測定器と探触子の組み合わせ）の測定可能範囲を参考に選定が可能と1161 

なる。保守検査における残存厚さの測定（6.2.3）でも同様である。 1162 

d) 保守検査における残存肉厚の測定（6.2.3） 対応国際規格の記載に基づいた上で，JIS Z 2355:2005 に1163 

おける二振動子垂直探触子を用いた保守検査を想定した次の内容を含めている。 1164 

1) 二振動子垂直探触子では，材料の表面粗さの影響で遅延材がきずついたりすり減ったりすると測定1165 

精度へ影響するため，旧規格では，探触子の向きを変えたり，移動をしたりする場合にその都度測1166 

定面から探触子を離して行うとしていた。しかしながら，近年では探触子を試験体に接触した状態1167 

で移動などが可能な探触子の供給があることから，供給者の推奨する移動方法によって処置を行う1168 

と規定を修正し，測定面から探触子を離すことは推奨とした。 1169 

2) 数値表示超音波厚さ計を用いる場合の“異常”を定義し，“異常”がない場合には表示値を測定値と1170 

して扱うこととしている。 1171 

なお，この記述については，事前に測定条件を確立してから連続的に実施する製造中の測定（製品1172 

検査）には合わないため 6.2.3 に含めている。 1173 

3) “異常”がある場合には，他の測定方法又は A スコープ表示から異常の原因に関する所見及び表示1174 

値を記録することが望ましいとしている。 1175 

4) 腐食部の厚さ測定における留意点（6.2.3.3）c) 処置方法での残存厚さを読み取る方法としてその手1176 

法（しきい値法又はゼロクロス法）を明記した。また，それら手法の解説を図 3－厚さの読み取り方1177 

法として追加した。 1178 

e) 探触子の選定（6.3） 対応国際規格の内容としている。 1179 
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振動子寸法について厚さ測定を行う試験体の状況に応じた選定例も記載し，留意点についても追記し1180 

た。また，高温の測定面では探触子の使用時間のみならず冷却方法についても考慮し，製造業者の使用1181 

方法を参考することとして明記した。さらに近年では高温での厚さ測定に二振動子垂直探触子も製造業1182 

者から供給されていることから追記した。 1183 

f) 厚さ測定器の選定（6.4） 個々の要求を満たすように 5.1.2 の中から選定するとしている。対応国際1184 

規格では表 1 に示す各測定方式に応じて 5.1.1 に示す各厚さ測定器を示しているが，それに限られる1185 

ことはないため，細かい限定はしていない。 1186 

g) 調整用試験片とは異なる材料（6.5） 附属書 C を“厚さ測定器の調整”として，調整用試験片と異な1187 

る材料の厚さ測定と調整用試験片と異なる表面状態の厚さ測定に分けてより具体的に記載した。 1188 

h) 特別な測定条件（6.6） 対応国際規格の内容としている。 1189 

温度範囲については，国内で一般に流通している厚さ計の仕様を考慮し，低温は 0 ℃未満，高温は1190 

50 ℃超えと ISO 規格を修正して規定している。6.6.3（高温での厚さ測定）については，高温試験体の1191 

測定における注意点として一部内容を追記して附属書 JBに示した。また，本文では，高温測定後の探1192 

触子の処置についても追記した。 1193 

 コーティング上からの厚さ測定（6.6.5）については，対応国際規格では箇条 8 の精度への影響で記1194 

載されている。国内では境界面エコーを用いた（I－B1）方式での測定が行われているので，旧規格で1195 

記載のあった（S－B1）方式は誤解を生じる可能性があることから削除した。附属書 JC には，コーテ1196 

ィング上からの厚さ測定方法（参考）として示している。 1197 

4.1.6 厚さ測定器の調整（箇条 7） 1198 

厚さ測定器の調整については，次のとおりである。 1199 

a) 一般（7.1） 対応国際規格の内容としている。 1200 

b) 方法（7.2） 対応国際規格ではデジタル表示厚さ計と A スコープ厚さ計とで分け，前者では対比試験1201 

片を用いた調整方法，後者では A スコープ表示範囲の調整方法について記載しているのに対し，この1202 

規格では，厚さ計である数値表示超音波厚さ計と A スコープ表示器超音波厚さ計と，A スコープから1203 

値を読み取る超音波探傷器とで分けている。それぞれ表 1 に示す測定方式に応じた調整方法を示して1204 

いる。 1205 

超音波厚さ計（7.2.2）の（R－B1）方式の調整では，ゼロ点調整及び音速調整の順序が様々である1206 

ことから順序を規定するような記載は排除した。また，調整完了後に調整用試験片の既知の値が表示1207 

されることを確認する“調整値の確認”を追記した。超音波探傷器（7.2.3）では，音速調整とゼロ点1208 

調整を定義し，それぞれについてその方法を示した。ゼロ点調整においては，種々の垂直探触子にお1209 

ける具体的な方法を示した。なお，超音波探傷器の調整時には図 2 に示したような腐食部での反射エ1210 

コーの場合，図 3 に示したビーム路程の読み取り方法の内，ピーク法では正しい残存厚さの測定が困1211 

難な場合が多いことが予想されるため，ゼロクロス法又はしきい値法で行うことを推奨する。さらに，1212 

しきい値法で調整した後に厚さ測定を行うときはしきい値の高さを変更すると表示値が変化すること1213 

に留意する必要がある。 1214 

c) 調整値の確認（7.3） 旧規格では，測定開始時，測定終了時及び必要に応じて測定中任意の時間内に，1215 

調整値の確認を行うと規定した。この規格では，測定中任意の時間内を受渡当事者間で設定した時間1216 

間隔として明らかにした。また，参考として時間間隔の設定がない場合は 1 時間間隔での調整値の確1217 

認を推奨すると示した。 1218 

d) 測定装置の保守及び点検（7.4） 対応国際規格にはない項目であるが，日常点検，定期点検について1219 

は厚さ測定の精度維持管理（品質保証）において重要な項目であることからこの規格には項目を入れ1220 

ることとしている。日常点検及び定期点検については，JIS Z 2355-2 を引用して規定した。また，附属1221 

書 JD に日常点検の記録例（参考）を載せた。これは規定ではなく，記録が推奨される項目を示した例1222 

である。 1223 
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4.1.7 測定精度への影響（箇条 8） 1224 

測定精度への影響については，次のとおりである。 1225 

a) 作業上の条件（8.1） 対応国際規格の内容としている。 1226 

1) 表面形状［8.1.1 c)］の影響について，平滑でない測定面上で直接接触型の垂直探触子を用いて（R－1227 

B1）方式で測定する場合に問題となることを明確にしている。なお，この規格では，汚れ，異物及1228 

び手法などを特定しない表現での記載にした。 1229 

2) 表面粗さ［8.1.1 b)］については，表面粗さの影響及びこれによる表示値が厚く表示される要因を明1230 

らかにし，測定面が粗いときの厚さ測定での対処方法も参考として示した。 1231 

3) 表面形状［8.1.1 c)］について，旧規格では誤差が表示される事象についての記載であったが，この1232 

規格では，その事象に対する推奨する対処方法を示した。 1233 

 凹部及び凸部と区分するため凹凸面（粗い面）を定義し，理解を促すように図 5－粗い面での厚1234 

さ測定を追記して示した。また，測定における留意すべき項目を列記し，測定面の前処理について1235 

も注意喚起した。 1236 

 旧規格で凹面及び凸面と定義していた探触子の接触面をこの規格では，凹んでいる，あるいは突1237 

起している部位とし，凹部及び凸部（凹凸部）と定義を改めた。また，理解を促すように図 6－凹1238 

部での垂直探触子の選択を追記して示した。 1239 

4) 表面温度（8.1.2）の影響について，この規格では，試験体の表面温度の変化によって厚さ測定及び1240 

測定結果に影響を及ぼす要因を明らかにした。また，安全に対しても注意喚起を促した。 1241 

5) コーティング（8.1.3）の影響については，対応国際規格では測定方法も含めた詳細な解説があるが，1242 

この規格では 6.6.5 に測定方法を規定し，附属書 JC（参考）にはコーティング上からの厚さ測定方1243 

法として載せた。附属書 JC の中には ISO 規格の本体に記載されている数値例を含めている。 1244 

6) 平行度［8.1.4 a)］の影響については，対応国際規格では平行とは±10°以内の傾きとして厚さ測定1245 

時はこの範囲内であることを推奨するとの記載があるが，この値は測定条件によっても変わってく1246 

るため，この規格では削除し，平行であることが望ましいとしている。これは，保守検査の場合で1247 

は試験体を平行に加工できない場合があるためである。平行ではない試験体を測定する場合は，あ1248 

らかじめ測定に用いる厚さ測定装置にて事前に測定誤差を確認しておくことが望ましい。 1249 

7) 曲面［8.1.4 b)］ この規格では，曲率の影響によって表示値が不安定（ばらつく）となるときの対1250 

処方法を示した。 1251 

8) 材料音速の不均一（8.1.4） 組成の局部的又は全面的な変化は，調整用試験片の材料と比べた音速1252 

の差異によって測定誤差が発生することを注意喚起した。 1253 

b) 測定装置（8.2） 対応国際規格の内容としている。 1254 

1) 表示分解能（8.2.1） 旧規格で本項は分解能として示されていたが，厚さ測定における最小の表示1255 

桁数について記載されているものと解釈し，この規格では表示分解能とした。また，内容によって1256 

二つの項目として一つ目 a) は厚さ測定器に起因する要素を，二つ目 b) は垂直探触子の型式（性能）1257 

の影響について示した。その内容は，a) 表示桁数に係る要因について整理した。その中でサンプリ1258 

ングレートは，サンプリング周波数に変更し，読み取り精度に係る要因についても示した。b) は測1259 

定装置の分解能に起因する厚さ測定器と垂直探触子について示した。 1260 

2) 測定可能な範囲（8.2.2） 旧規格で本項は測定範囲として示されていたが，この規格では，（厚さ測1261 

定の）測定可能範囲(3.6)にて定義したように測定装置（厚さ測定器と垂直探触子の組合せ）によっ1262 

て測定が可能な厚さ範囲と定義したことから本項では測定可能な範囲とした。この規格では，厚さ1263 

測定が可能な範囲が垂直探触子及び試験体によって影響を受けることを示すとともに，厚さ測定器1264 

と垂直探触子での組合せによる模擬試験片での確認試験によって有効性を検証することを推奨した。1265 
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旧規格で示されていた測定可能な厚さの最小値は主に垂直探触子の周波数と試験体の音速で定まる1266 

との記載があった。これに対して補足として，一般的に 1 波長以下の厚さを測定することは困難と1267 

示されていた。 1268 

λ＝C／f  ここに，λ：波長，C：試験体の音速，f：周波数 1269 

c) 厚さ測定に影響するパラメータ（8.3） ISO 16809 の附属書 C.1 の内容を附属書 Dとして示している。1270 

一方，対応国際規格の附属書 C.2 にある厚さ測定における推定最大偏差の合計を計算する方法につい1271 

ては，国内の供給者においてはまだ一般的に普及している方法ではないことを鑑みて削除している。1272 

また，旧規格では本項は，測定精度に影響するパラメータで示されていたが，附属書 D が厚さ測定の1273 

測定条件設定時の留意事項及び測定結果へ影響を及ぼす試験体条件を示している参考資料であること1274 

から，この規格では，厚さ測定に影響するパラメータとして示した。 1275 

4.1.8 材料の影響（箇条 9） 1276 

材料の影響については，次のとおりである。 1277 

a) 一般（9.1） 対応国際規格の内容としている。この規格では，旧規格で訳されていなかった ISO の前1278 

段の文を意訳して反映した。 1279 

b) 表面状態（9.5） 旧規格では表面粗さが大きい場合の測定方式の記載が実際と逆で示されていたこと1280 

から整理した。 1281 

1) 接触面（9.5.2）については，コーティングの母材との結合状態に関する注意点を含めている。また，1282 

この規格では図 7－接触媒質層が厚い場合の伝搬経路に接触面に腐食による減肉部があり，その上1283 

に垂直探触子を配置（保持）したときにおける表 1 の測定方式 1，2 及び 3 それぞれについて接触媒1284 

質が十分に薄い場合，接触媒質が厚い場合での探傷図形（A スコープ表示）を示し，理解を促すよ1285 

うにした。 1286 

2) 反射面(9.5.3)については，旧規格では，予想される腐食の種類について知識をもち，摩耗，腐食又は1287 

浸食の具体的な種類に応じた測定方法を適用するとの記載であったが，この規格では，注意喚起を1288 

するにとどめて，附属書 Bを参考とすることを推奨した。 1289 

3) 腐食（9.5.4）については，旧規格では，材料そのものが腐食の原因となっているかのような文章と1290 

なっていたことから，文章を整理した。また，何を目的に腐食の種類などを考慮すべきなのかを明1291 

確にした。なお，9.2 及び 9.5.1 に誤差の発生及び原因についての記載があるが，ここでの"誤差"と1292 

は，機械的寸法測定値と厚さ計による測定値との差のことである。 1293 

4.1.9 報告書（箇条 10） 1294 

JIS Z 2355:2005 の記録（箇条 12）を基本として見直しを行い規定している。具体的には，準拠した規格・1295 

図書など，接触媒質，各測定部位の測定音速値及び表面温度を追加している。また，測定値の記録に関し1296 

ては，全ての点の記録だけでなく，受渡当事者間で取り決めた値以下の記録だけでもよいことを新たに含1297 

めた。 1298 

表面温度に関しては，JIS Z 2355:2005 にはない規定だが，二振動子垂直探触子を（R－B1）方式で用い1299 

る場合，解説の 4.1.7 a) 4) で述べたように表面温度が遅延材の音速に大きく影響し，誤差原因となるため，1300 

記録しておくことが望ましい。ただし，測定値へ温度の影響がないことが確認されている範囲では，記録1301 

は不要であることも追記した。 1302 

特記事項については，対応国際規格には項目がないが，表示値が異常の場合の所見の記録は重要な点で1303 

あることから旧規格を引き継いで項目として含めた。 1304 
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なお，測定データ（10.3）は，対応国際規格では 10.3 Inspection data となっている。旧規格制定時には，1305 

これを検査データと訳した場合は合否などの検査結果を記録項目に含めるべきとの議論があったが，合否1306 

判定は受渡当事者間で決めるものであり，ここではあくまで記録の意味で測定データとしている。 1307 

4.2 附属書 1308 

4.2.1 附属書 A（参考）測定条件の選定 1309 

対応国際規格の附属書 D の内容は，厚さ測定における測定条件の選定に参考になるため，この規格にお1310 

いても含めることとしている。ただし，探触子の径は削除し，周波数については，我が国にて一般に適用1311 

されている範囲となるように見直しを行っている。なお，本附属書では対応国際規格で高精度と表現され1312 

ていたところは曖昧なため削除し，我が国で探触子を選定する場合に一般に適用されている範囲での記載1313 

とした。また，適用可能な垂直探触子の種類も我が国にて適用されているものを追記した。図 A.1 及び図1314 

A.2で選定する垂直探触子を区分する際に対応国際規格でも用いられている厚さ 1.5 mmをしきい値として1315 

用いた。この値は，厚さ測定に多く用いられている二振動子垂直探触子と数値表示超音波厚さ計の一般的1316 

な組み合わせによる測定下限値の値が 1.0 mm～1.5 mm であることから対応国際規格に採用された値と推1317 

察される。さらに針状の孔食の先端部を厚さ測定器にて検出，表示するのは困難であることから探傷試験1318 

を推奨する記載を追記した。本文中の順番を考慮し，附属書 A としている。 1319 

4.2.2 附属書 B（参考）鋼の腐食 1320 

対応国際規格の附属書 A の内容は鋼の腐食の理解に参考になるため，この規格においても含めることと1321 

している。なお，孔食の種類に我が国で認知されている針状の孔食を追加した。また，この附属書の各種1322 

腐食の種類に説明を追記した。本文中の順番を考慮し，附属書 Bとしている。 1323 

対応国際規格の附属書 A には容器と配管の腐食部に対する厚さ測定方法が記載されているが，この規格1324 

では 6.2.3（保守検査）における残存厚さの測定に JIS Z 2355:2005 の内容も引き継ぐ形で腐食部の測定方1325 

法と留意点について記載しているので，この規格の附属書 Bからは削除している。また，表にある推奨さ1326 

れる超音波技術に関しては，6.2.3.3 を参照されたい。 1327 

4.2.3 附属書 C（参考）装置の調整 1328 

7.2.1 の厚さ測定器の調整方法の選定に参考となる対応国際規格の附属書 B をこの規格においても含め1329 

ることとしている。なお，この附属書では対応国際規格では表で示されているが，実情を鑑みた調整の留1330 

意点を文章で記載した。本文中の順番を考慮し，附属書 C とした。 1331 

4.2.4 附属書 D（参考）厚さ測定に影響のあるパラメータ 1332 

対応国際規格の附属書 C.1 の内容は厚さ測定の精度に影響するパラメータの理解に参考になるため，JIS 1333 

Z 2355-1 においても残すこととしている。なお，対応国際規格にて用いられている各用語については，本1334 

文で用いられている用語への変更，追記を行った。また，V パス補正については国内で使われることはほ1335 

とんどないため削除した。本文中の順番を考慮し，附属書 D とした。 1336 

対応国際規格の附属書 C.2（参考）に記載されている推定最大偏差の合計を計算する方法については，1337 

JIS Z 2355-1 では削除しているが，その計算方法は次のとおりである。 1338 

測定に影響を及ぼす全てのパラメータの推定最大偏差をそれぞれ求め，それらを合計する。 1339 

なお，ISO16809:2017 では推定最大偏差は不確かさと表現され，信頼度に応じた不確かさの計算式が掲1340 

載されていたが，ISO16809:2025 では削除されている。 1341 

 1342 
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4.2.5 附属書 JA（参考）管材の厚さ測定方法 1343 

旧規格の内容，用語などを見直し，管材の厚さ測定における留意点について参考として示している。 1344 

4.2.6 附属書 JB（参考）高温試験体の厚さ測定方法 1345 

旧規格の内容，用語などを見直し，高温試験体の厚さ測定における留意点について参考として示してい1346 

る。 1347 

なお，附属書 JB では，高温試験体での校正は試験片の温度変化を考慮すると正確に行うことが困難で1348 

ある場合が多いため規定からは外し，表示値に対して音速の補正が必要であることを述べるにとどめてい1349 

る。また，試験体の表面温度と内部温度との差の存在によって厚さ測定値に誤差が存在する可能性がある1350 

こと，くさびの音速変化の影響が大きいことを明記した。 1351 

4.2.7 附属書 JC（参考）コーティング上からの厚さ測定方法 1352 

旧規格の内容，用語などを見直し，コーティング上からの厚さ測定における留意点について参考として1353 

示している。 1354 

4.2.8 附属書 JD（参考）点検記録例 1355 

測定装置の保守及び点検（7.4）に対応し，旧規格の内容を見直し，日常点検記録表の様式例を参考とし1356 

て示した。 1357 

5 その他の解説事項 1358 

5.1 JIS Z 2355:2005 における各種規定について 1359 

JIS Z 2355:2005 ではその改正の趣旨にも記載されているように，厚さ測定の計画及び／又は実行の具体1360 

的な指針になるような詳しい記載が追加されたが，現場の適用においては実行が難しかったり，理解が難1361 

しい点が指摘されてきた。例えば測定範囲及び／又は各許容値については，検査対象及び／又は検査目的1362 

に応じて本来個別に定められるものである。また，JIS Z 2355:2005 の適用範囲は保守検査に限定していな1363 

いものの，二振動子垂直探触子と数値表示超音波厚さ計を用いた保守検査が主たる方法とされていた規格1364 

であった。一方，現在では厚さ測定の適用対象は大きく広がっており，様々な対象と様々な目的で適用さ1365 

れることを考慮すると，一律の規定は不具合を生じる場合がある。そこで，JIS Z 2355-1:2016 の制定の際1366 

には，それらの許容値などの規定は，基本的に受渡当事者間で規定するものとの考え方で広く適用できる1367 

規格として制定されている。 1368 

5.2 旧規格からの主な修正点 1369 

旧規格からの主な修正点は次のとおりである。 1370 

a) 旧規格にて JIS Z 2355 が 2部（第 1 部：測定方法，第 2 部：厚さ測定の性能測定方法）に分離して規1371 

定された。この規格ではその間に明らかになった不明確点，不具合部，第 1 部と第 2 部での相違点な1372 

どについて見直し，整理を行い使用者が理解し，使用しやすい内容とすることとした。 1373 

b) 旧規格で用いられていた用語に違いがあったことから各用語を統一するとともに第 1 部及び第 2 部そ1374 

れぞれで同じ用語を定義した。 1375 

c) 厚さ測定を行う際に選択する各測定方式における使用可能な垂直探触子の例及び様々な測定物，事象1376 

時に使用する垂直探触子の例を国内での実情を鑑み追記して示した。 1377 
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d) 旧規格では厚さ測定の原理などを図示する場合，二振動子垂直探触子を用いて示していたが，この規1378 

格では一振動子垂直探触子を用いて図解した。 1379 

e) この規格では 6.2.3.3 c)で残存厚さを読み取る方法としてのピーク法，しきい値法，ゼロクロス法を図1380 

解して示すことでAスコープ表示器付き超音波厚さ計又は超音波探傷器使用時での厚さの読み取りに1381 

対する理解を促すこととした。 1382 

6 原案作成委員会の構成表 1383 

原案作成委員会の構成表を，次に示す。 1384 

JIS Z 2355-1（非破壊試験－超音波厚さ測定－第 1 部：測定方法）原案作成委員会 構成表 1385 

  氏名 所属 

（委員長） 〇 長   秀 雄 青山学院大学 

（幹事） 〇 飯 塚 幸 理 JFE スチール株式会社 

 〇 原 田 浩 幸 株式会社カナデビアエンジニアリング 

 
〇 

中 川 真 一 ベーカーヒューズ・エナジージャパン株式会

社 

（委員）  大 岡 紀 一 一般社団法人日本非破壊検査協会 

  山 本 知 生 経済産業省製造産業局産業機械課 

  吉 田   豊 一般社団法人日本規格協会 

  榎 並   宏 一般社団法人日本ＬＰガスプラント協会 

 〇 森 下 正 浩 JFE アドバンテック株式会社 

 〇 斎 藤 順 次 日本電磁測器株式会社 

 〇 高 田   泰 ワブテック・インスペクション・テクノロジ

ーズ・ジャパン株式会社 

 〇 名 取 孝 夫 超音波計測技術合同会社  

  松 島   勤 一般社団法人日本検査機器工業会 

  前 川 真 一 一般社団法人日本非破壊検査工業会 

 〇 熊 谷 昌 之 綜合非破壊検査株式会社 

 〇 辻   哲 平 株式会社ジャスト 

  松 本   聡 一般社団法人日本鉄鋼連盟 

（関係者）  吉 田 明 裕 経済産業省イノベーション・環境局国際標準

課 

（事務局）  山 口 光 輝 一般社団法人日本非破壊検査協会 

  三 上 靖 浩 一般社団法人日本非破壊検査協会 

  伊 藤 佳 亮 一般社団法人日本非破壊検査協会（2025 年 5

月から） 

  注記 ○印は，分科会委員を兼ねる。 

  （執筆者 飯塚 幸理，原田 浩幸，中川 真一） 
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